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◇大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条例

及び大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関する

条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

公職選挙法施行令の一部改正により、国政選挙の公費負担の限度額が消費税増税を踏まえて引き

上げられたことに鑑み、大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における公費負担の限度額の

引上げを行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 選挙運動用自動車の使用の公営に要する経費に係る限度額を引き上げます。 

・自動車借入れ（１日当たり） 

１５，３００円 →  １５，８００円 

・燃料費（１日当たり） 

７，３５０円 →   ７，５６０円 

（２） 選挙運動用ポスターの作成の公営に要する経費に係る限度額を引き上げます。 

・選挙運動用ポスターの１枚当たりの印刷単価 

５１０円４８銭 →   ５２５円６銭 

・企画費 

３０１，８７５円 → ３１０，５００円 

３ 施行期日 

公布の日 

 

◇大和高田市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

特別職の職員の給与に関する法律の一部改正に鑑み、議員の期末手当の額を改定するものです。 

２ 改正の内容 

（１） 大和高田市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正（第１

条関係） 

・議員の平成２８年１２月期の期末手当の支給割合について引上げ改定を行います。 

○期末手当の支給割合の改定 

 現行 改正後 改定の内容 

６月期 １．４７５月 １．４７５月 ０．００月 

１２月期 １．６２５月 １．７２５月 ０．１０月 

計 ３．１０月 ３．２０月 ０．１０月 

（２） 大和高田市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正（第２

条関係） 

・議員の平成２９年６月期以降の期末手当の支給割合について改定を行います。 

○期末手当の支給割合の改定 

 改正前 改正後 改定の内容 

６月期 １．４７５月 １．５２５月   ０．０５月 

１２月期 １．７２５月 １．６７５月 ▲０．０５月 

計 ３．２０月  ３．２０月   ０．００月 

公布された条例のあらまし 
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３ 施行期日 

第１条の規定 公布の日 

第２条の規定 平成２９年４月１日 

 

◇特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

特別職の職員の給与に関する法律の一部改正に鑑み、特別職の期末手当の支給割合を改定するも

のです。 

２ 改正の内容 

（１） 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正（第１条関係） 

・特別職の平成２８年１２月期の期末手当の支給割合について引上げ改定を行います。 

○期末手当の支給割合の改定 

 現行 改正後 改定の内容 

６月期 １．５月 １．５月 ０．００月 

１２月期 １．６５月 １．７５月 ０．１月 

計 ３．１５月 ３．２５月 ０．１月 

（２） 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正（第２条関係） 

・特別職の平成２９年６月期以降の期末手当の支給割合について改定を行います。 

○期末手当の支給割合の改定 

 現行 改正後 改定の内容 

６月期 １．５月 １．５５月   ０．０５月 

１２月期 １．７５月 １．７月 ▲０．０５月 

計 ３．２５月  ３．２５月   ０．００月 

３ 施行期日 

第１条の規定 公布の日 

第２条の規定 平成２９年４月１日 

 

◇一般職の職員の給与に関する条例及び職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

事院勧告に基づく、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律」に鑑み、本市

の一般職の職員の給与等を改定するものです。 

２ 改正の内容 

（１） 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正（第１条関係） 

・全ての給料表について、給料表の引上げを行います。（別表第１から別表第３まで関係） 

・平成２８年１２月期の勤勉手当の支給割合について０．１月分引上げを行います。（第

１８条関係） 

一般職員 

 現行 改正後 改定の内容 

６月期 
期末手当 １．２２５月 １．２２５月 ０．００月 

支給済み 
勤勉手当 ０．８０月 ０．８０月 ０．００月 

１２月期 
期末手当 １．３７５月 １．３７５月 ０．００月 

計０．１月 
勤勉手当 ０．８０月 ０．９０月 ０．１月 

計 ４．２月 ４．３月 ０．１月  
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再任用職員 

 現行 改正後 改定の内容 

６月期 
期末手当 ０．６５月 ０．６５月 ０．００月 

支給済み 
勤勉手当 ０．３７５月 ０．３７５月 ０．００月 

１２月期 
期末手当 ０．８月 ０．８月 ０．００月 

計０．０５月 
勤勉手当 ０．３７５月 ０．４２５月 ０．０５月 

計 ２．２月 ２．２５月 ０．０５月  

（２） 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正（第２条関係） 

・配偶者に係る手当額を他の扶養親族に係る手当額と同額まで減額し、子に係る手当額を

引き上げます。（第７条関係） 

 現行 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２以降 

配偶者 １３，０００ １０，０００ ６，５００ ６，５００ ６，５００ 

子 ６，５００ ８，０００ 
１０，０００ １０，０００ １０，０００ 

職員に配
偶者がな
い場合の
扶養親族 

子 
１１，０００ 

１０，０００ 

父母等 ９，０００ 
６，５００ ６，５００ ６，５００ 

父母等 ６，５００ ６，５００ 

・平成２９年６月期以降の勤勉手当の支給割合について、改定を行います。（第１８条関係） 

一般職員 

 現行 改正後 改定の内容 

６月期 
期末手当 １．２２５月 １．２２５月 ０．００月 

計０．０５月 
勤勉手当 ０．８月 ０．８５月 ０．０５月 

１２月期 
期末手当 １．３７５月 １．３７５月 ０．００月 

計▲０．０５月 
勤勉手当 ０．９０月 ０．８５月 ▲０．０５月 

計 ４．３月 ４．３月 ０．００月  

再任用職員 

 現行 改正後 改定の内容 

６月期 
期末手当 ０．６５月 ０．６５月 ０．００月 

０．００月 
勤勉手当 ０．３７５月 ０．４月 ０．０２５月 

１２月期 
期末手当 ０．８月 ０．８月 ０．００月 

計▲０．０２５月 
勤勉手当 ０．４２５月 ０．４月 ▲０．０２５月 

計 ２．２５月 ２．２５月 ０．００月  

（３） 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正（第３条関係） 

・休暇の種類及び承認について介護時間についての規定を追加します。（第１１条及び第

１７条関係） 

・介護休暇を最大３回に分けて取得できるように改正します。（第１５条関係） 

・介護時間を取得できる期間、時間等についての規定を新設します。（第１５条の２関係） 

３ 施行期日 



平成２９年１月１０日（火） 大 和 高 田 市 公 報 第３３６号 

 6 

公布の日 

平成２９年１月１日 

平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

救急医療等の充実を図ることを目的とし、市立病院に勤務する医師が勤務時間外において患者の

診療及び処置等に従事したときに支給する手当を新設します。 

２ 改正の内容 

（１） 第３４条に次の１項を加えます。 

・６ 前各項に定めるもののほか、市立病院に勤務する医師が勤務時間外において患者の

診察及び処置等に従事したときは、次に掲げる額を支給する。 

① 外来患者の診察及び処置に従事した場合 患者１人につき２，０００円を超えない範

囲内において市長が規則で定める額 

② 救急の要請に応じ、患者の診察及び処置に従事した場合 患者１人につき４，０００

円を超えない範囲内において市長が規則で定める額 

③ 前２号の診察及び処置をした患者が入院に至った場合 患者１人につき１０，０００

円を超えない範囲内において市長が規則で定める額  

（２） その他所要の改正を行います。 

３ 施行期日 

平成２９年１月１日 

 

◇大和高田市職員の退職手当に関する条例及び企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を

改正する条例 

１ 改正の理由 

雇用保険法の改正により失業等給付の給付内容等が変更されることに伴い、失業者の退職手当に

ついて所要の改正を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部改正（第１条関係） 

・雇用保険の適用範囲が拡大され、６５歳以降に雇用された者についても雇用保険が適用

されることに伴い、失業者の退職手当の適用範囲を拡大します。（第１１条関係） 

・求職活動に対する支援が拡充されたことに伴い、失業者の退職手当を算定する基準を改

めます。（第１１条関係） 

（２） 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正（第２条関係） 

・扶養親族の区分に関する規定を改めます。（第６条関係） 

・失業者の退職手当の適用範囲及び算定基準を改めます。（第１５条関係） 

・介護休暇の分割取得及び介護時間についての規定を追加します。（第１６条関係） 

３ 施行期日 

平成２９年１月１日 

平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

地方税法等の一部を改正する等の法律等の公布に伴い、所要の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 
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（１） 大和高田市税賦課徴収条例の一部改正（第１条関係） 

・最高裁敗訴判決（平成２６年１２月１２日）を踏まえた国税の延滞税等の見直しに伴う

地方税法の改正により、延滞金の計算期間においても同様の見直しを行うものです。 

① 個人市民税及び法人市民税において、申告書を提出した後に減額更正され、その後更

に増額更正又は修正申告書の提出があった場合、その増額部分に係る延滞金の計算期間

から一定の期間を控除します。（第９条、第３５条、第４０条及び第４１条関係） 

② 特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例を新設します。 

・日本と台湾で国内法上の課税の取扱いが異なる組織体を通じて、日本国居住者が支払を

受ける利子所得及び配当所得について、利子割及び配当割に係る特別徴収の特例及び所得

割による課税の特例を定めます。（第１８条の１１の２関係） 

ア 日台租税取決め上、免税とされる組織体に対する利子等や配当等の支払については、

金融機関等の源泉徴収（特別徴収）義務を解除します。  

イ 当該免税とされる組織体を通じて利子等及び配当等を得たために特別徴収できな

かった個人住民税について、当該日本国居住者である構成員に、市町村に対して申告

する義務を課し、個人住民税所得割を課税します。（取戻し規定） 

ウ この場合の個人住民税所得割は、利子所得については申告分離課税、配当所得につ

いては総合課税と申告分離課税の選択制とします。 

（２） 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正（第２条関係） 

・株式等に係る譲渡所得等の申告分離課税制度について、上場株式等に係る譲渡所得等と

一般株式等に係る譲渡所得等を別々の申告分離課税制度に改組したことに伴い、課税標準

の計算を定める規定を削除します。（平成２５年条例第２６号に附則第１８条の７を削除

する改正を追加します。） 

（３） 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正（第３条関係） 

・第１条の大和高田市税賦課徴収条例の一部改正に伴い、第９条第３項の申告書について

所要の規定の整備を行います。 

３ 施行期日 

平成２９年１月１日 

平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

地方税法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険税の基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額の

限度額の引上げを行うとともに、外国人等国際運輸業に係る所得に対する相互主義による所得税等

の非課税に関する法律の一部改正に伴い、分離課税される特例適用利子等又は特例適用配当等の額

を国民健康保険税の所得割額の算定及び軽減判定に用いる総所得金額に含めるため、所要の規定の

整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 課税限度額の引上げを行います。 

・国民健康保険税の基礎課税額の限度額を「５２万円」から「５４万円」に引き上げます。

（第２条第２項及び第２１条関係） 

・後期高齢者支援金等課税額の限度額を「１７万円」から「１９万円」に引き上げます。

（第２条第３項及び第２１条関係） 

（２） 特例適用利子等及び特例適用配当等の額を、国民健康保険税の所得割額の算定及び減額

の算定に加えて用いることとします。（附則第１３項及び附則第１４項関係） 

（３） その他所要の改正を行います。 
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３ 施行期日 

平成２９年１月１日 

平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例 

１ 改正の理由 

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」の一部改正に伴い、所要

の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 地域密着型通所介護の規定を新たに追加します。（第５９条の２から第５９条の３８関係） 

（２） その他所要の改正を行います。 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例の一部を改正する条

例 

１ 改正の理由 

「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」の一部改正に伴い、所要の

規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 従業者の員数等の規定に指定地域密着型通所介護事業所を新たに追加します。（第４４ 

条関係） 

（２） その他所要の改正を行います。 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数を定める条例 

１ 理由 

農業協同組合法等の一部を改正する等の法律において農業委員会等に関する法律の一部が改正

され、農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数について、条例で定めることとされた

ため、新たに条例を制定するものです。 

２ 内容 

（１） 農業委員会等に関する法律第８条第２項及び第１８条第２項の規定に基づき、大和高田

市農業委員会の委員及び大和高田市農地利用最適化推進委員の定数を次のとおり定めます。 

農業委員の定数  １３人 

農地利用最適化推進委員の定数  ４人 

（２） 附則において、大和高田市農業委員会の選挙による委員の定数条例を廃止します。 

（３） 附則において、大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例に農地利用最適化推進委員の報酬額を追加します。 

（４） その他所要の整備を行います。 

３ 施行期日 

公布の日 
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◇大和高田市駅前広場管理条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

新たにＪＲ高田駅東側広場を管理する条例を制定するに当たり、既存の大和高田市駅前広場管理

条例を近鉄大和高田駅前広場の管理に特化した条例とするため、所要の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 題名を改めます。（題名関係） 

（２） 設置目的に係る規定を改めます。（第１条関係） 

（３） 駅前広場での禁止行為に係る規定を改めます。（第３条関係） 

（４） 駅前広場の使用の許可に係る規定を改めます。（第４条関係） 

（５） 道路運送法第３条第１号に規定する一般旅客自動車運送事業のために使用する場合以外

の目的で使用する場合の使用料を規定します。（第６条及び別表関係） 

（６） 過料に係る規定を新設します。（第１３条関係） 

（７） その他所要の改正を行います。 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 

 

◇ＪＲ高田駅東側広場管理条例 

１ 理由 

ＪＲ高田駅を利用する住民の安全で円滑な交通を確保するとともに、同駅周辺におけるにぎわい

と交流を創出することを目的として、新たに条例を制定するものです。 

２ 内容 

ＪＲ高田駅東側広場の設置について必要な事項を定めます。 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市公園条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

本市が設置及び管理する都市公園において、許可なくたき火その他火気を使用することを禁止す

るため、所要の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

本市が設置及び管理する都市公園において禁止する行為として、たき火その他火気を使用するこ

とを加えます。（第５条関係） 

３ 施行期日 

平成２９年３月１日 

 

◇大和高田市総合公園施設条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

市民サービス向上のため総合公園施設の開館日を拡大するとともに、同施設に設置のテニスコー

トについて砂入り人工芝コートとクレイコートの使用料を区別する等、所要の規定の整備を行うも

のです。 

２ 改正の内容 

（１） 総合公園施設の休館日を改めます。（第４条関係） 

・年末年始の休館日 
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（旧）１２月２７日から翌年１月５日まで 

→（新）１２月２７日から翌年１月３日まで 

・毎月第４火曜日 

毎月第４火曜日を休館日とする規定を削除します。 

（２） 砂入り人工芝コートの使用料を新設します。（別表関係） 

１時間につき４４０円 

（３） その他所要の改正を行います。 

３ 施行期日 

平成２９年１月１日 

平成２９年４月１日 

 

◇大和高田市下水道事業の地方公営企業化に伴う関係条例の整備に関する条例 

１ 改正の理由 

平成２７年１月２７日付けで、総務大臣から「公営企業会計の適用推進について」が通知され、

人口３万人以上の団体については、下水道事業を平成３２年４月までに公営企業会計への移行する

こととされたため、下水道事業を地方公営企業とするために、関係する条例を改正するものです。 

２ 改正の内容 

（１） 大和高田市水道事業の設置等に関する条例の一部改正 

・大和高田市下水道事業の設置等に関することを加え、公営企業法の適用を行います。（ 

第１条関係） 

（２） 大和高田市行政組織条例の一部改正 

・市長の権限に属する事務を分掌させるための組織から上下水道部を削ります。（第１２ 

条関係） 

（３） 大和高田市特別会計条例の一部改正 

・大和高田市下水道事業特別会計を削ります。（第６条関係） 

（４） 大和高田市職員定数条例の一部改正 

・市長の事務部局に職員を減員し、公営企業の職員を増員する。（第４条関係） 

（５） その他 

・「水道事業管理者」を「上下水道事業管理者」に、「水道事業」を「上下水道事業」に、

「市長」を「上下水道事業管理者」に、「水道企業」を「公営企業」に等の改正をします。 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 

 

◇ 大和高田市学校給食費徴収条例 

１ 理由 

中学校給食の開始並びに小学校及び幼稚園給食に係る給食費の公費化に際し、当該給食費の徴収

に関する必要な事項を定めるため、新たに条例を制定するものです。 

２ 内容 

学校給食及びこれに準じて実施する幼稚園給食に係る給食費の徴収について必要な事項を定め

ます。 

３ 施行期日 

平成２９年４月１日 

平成２９年６月１日 
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条例第３５号 

大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条

例及び大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関す

る条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関す

る条例及び大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成

の公営に関する条例の一部を改正する条例 

（大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する

条例の一部改正） 

第１条 大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関す

る条例（平成５年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２号イ中「１５，３００円」を「１５，８００円」に改め、同号ロ中「７，３５０円」

を「７，５６０円」に改める。 

（大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関す

る条例の一部改正） 

第２条 大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関

する条例（平成５年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「５１０円４８銭」を「５２５円６銭」に、「３０１，８７５円」を「３１０，５００

円」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

条例第３６号 

大和高田市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 大和高田市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平成２０年条例第２

９号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の１６２.５」を「１００分の１７２.５」に改める。 

第２条 大和高田市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を次のように改

正する。 

第５条第２項中「１００分の１４７.５」を「１００分の１５２．５」に、「１００分の１７２.

５」を「１００分の１６７．５」に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２９年４月１日から施行す

る。 

条 例 
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２ 第１条の規定による改正後の大和高田市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例（次項において「新条例」という。）の規定は、平成２８年１２月１日から適用する。 

（給与の内払） 

３ 新条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の特別職の職員で常勤のも

のの給与に関する条例の規定に基づいて支給された給与は、新条例の規定による給与の内払とみな

す。 

 

条例第３７号 

特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（昭和３４年条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第６条ただし書中「１００分の１６５」を「１００分の１７５」に改める。 

第２条 特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

第６条ただし書中「１００分の１５０」を「１００分の１５５」に、「１００分の１７５」を「１

００分の１７０」に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２９年４月１日から施行す

る。 

２ 第１条の規定による改正後の特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例（次項において「新

条例」という。）の規定は、平成２８年１２月１日から適用する。 

（給与の内払） 

３ 新条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の特別職の職員で常勤のも

のの給与に関する条例の規定に基づいて支給された給与は、新条例の規定による給与の内払とみな

す。 

 

条例第３８号 

一般職の職員の給与に関する条例及び職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

一般職の職員の給与に関する条例及び職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例 

（一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）  

第１条 一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

第１８条第２項中「掲げる額」を「定める額」に改め、同項第１号中「１００分の８０」を「、

６月に支給する場合においては１００分の８０、１２月に支給する場合においては１００分の９０」

に改め、同項第２号中「１００分の３７．５」を「、６月に支給する場合においては１００分の３７．

５、１２月に支給する場合においては１００分の４２．５」に改める。 

別表第１から別表第３までを次のように改める。 
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別表第１（第３条関係） 

行政職給料表 

職員の 

区 分 

職務

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

   円 円 円 円 円 円 円 

再 任 用

職 員 以

外 の 職

員 

１ 141,600 191,700 227,900 261,100 287,100 317,700 361,800 

２ 142,700 193,500 229,500 263,000 289,300 319,900 364,400 

３ 143,900 195,300 231,000 264,800 291,600 322,200 366,900 

４ 145,000 197,100 232,600 266,900 293,700 324,400 369,500 

 ５ 146,100 198,700 234,100 268,700 295,700 326,600 371,500 

 ６ 147,200 200,500 235,800 270,600 298,000 328,600 374,000 

 ７ 148,300 202,300 237,300 272,500 300,300 330,800 376,300 

 ８ 149,400 204,100 238,900 274,600 302,500 333,000 378,800 

 ９ 150,500 205,800 240,300 276,700 304,600 335,100 381,300 

 10 151,900 207,600 241,800 278,700 306,900 337,300 384,000 

 11 153,200 209,400 243,400 280,800 309,100 339,400 386,600 

 12 154,500 211,200 244,800 282,800 311,400 341,600 389,300 

 13 155,800 212,600 246,300 284,800 313,500 343,500 391,700 

 14 157,300 214,400 247,800 286,900 315,600 345,500 394,000 

 15 158,800 216,100 249,100 288,900 317,800 347,600 396,200 

 16 160,400 217,900 250,500 290,900 319,900 349,600 398,600 

 17 161,700 219,600 252,000 292,900 322,000 351,400 400,400 

 18 163,200 221,300 253,700 294,900 324,000 353,400 402,400 

 19 164,700 222,900 255,400 297,000 326,100 355,200 404,300 

 20 166,200 224,500 257,200 299,000 328,100 357,100 406,100 

 21 167,600 226,000 258,800 301,000 330,000 359,100 408,000 

 22 170,300 227,700 260,600 303,100 332,100 361,000 409,800 

 23 172,900 229,300 262,300 305,100 334,100 363,000 411,600 

 24 175,500 230,900 264,000 307,200 336,200 364,900 413,500 

 25 178,200 232,200 266,000 309,000 337,700 366,900 415,300 

 26 179,900 233,700 267,900 311,100 339,600 368,800 416,800 

 27 181,600 235,100 269,700 313,200 341,500 370,800 418,300 

 28 183,300 236,400 271,500 315,200 343,400 372,800 419,900 

 29 184,800 237,700 273,200 317,100 345,100 374,300 421,500 

 30 186,600 238,900 275,100 319,100 347,000 376,100 422,800 

 31 188,400 239,900 277,000 321,200 348,900 377,900 424,100 

 32 190,100 241,100 278,700 323,300 350,700 379,500 425,300 

 33 191,700 242,400 280,400 324,700 352,600 381,300 426,500 

 34 193,200 243,600 282,300 326,700 354,400 382,700 427,800 

 35 194,700 244,800 284,100 328,600 356,200 384,200 429,100 

 36 196,200 246,100 286,000 330,700 357,900 385,800 430,300 

 37 197,500 247,000 287,600 332,600 359,300 387,200 431,500 

 38 198,800 248,400 289,300 334,500 360,600 388,400 432,300 

 39 200,100 249,800 291,100 336,500 362,000 389,600 433,100 

 40 201,400 251,300 292,900 338,400 363,400 390,700 433,900 

 41 202,700 252,700 294,600 340,300 364,700 391,800 434,500 

 42 204,000 254,100 296,300 342,200 365,600 393,000 435,200 

 43 205,300 255,500 297,900 344,000 366,700 394,200 435,900 

 44 206,600 256,800 299,500 345,900 367,800 395,300 436,600 
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 45 207,800 258,000 301,200 347,400 368,600 396,000 437,400 

 46 209,100 259,300 302,900 348,800 369,500 396,700 438,200 

 47 210,400 260,700 304,500 350,300 370,400 397,400 438,600 

 48 211,700 262,000 306,200 351,800 371,300 398,100 439,300 

 49 212,800 263,300 307,300 353,400 372,200 398,700 439,800 

 50 213,900 264,400 308,800 354,200 373,000 399,300 440,200 

 51 214,900 265,700 310,300 355,400 373,800 399,800 440,600 

 52 216,000 267,000 311,900 356,400 374,600 400,200 441,000 

 53 217,100 268,000 313,500 357,300 375,300 400,600 441,400 

 54 218,100 269,100 315,100 358,400 376,000 400,900 441,800 

 55 219,000 270,400 316,700 359,300 376,700 401,200 442,200 

 56 220,000 271,700 318,200 360,400 377,400 401,500 442,500 

 57 220,600 272,800 319,700 361,300 377,900 401,800 442,800 

 58 221,500 273,800 320,900 362,000 378,500 402,100 443,200 

 59 222,300 274,800 322,100 362,700 379,100 402,400 443,500 

 60 223,200 275,900 323,300 363,400 379,800 402,700 443,800 

 61 223,900 277,100 324,000 363,800 380,200 403,000 444,100 

 62 224,900 278,100 324,900 364,400 380,900 403,300   

 63 225,700 279,000 325,700 365,100 381,500 403,600   

 64 226,600 280,000 326,500 365,800 382,100 403,900   

 65 227,300 280,700 327,400 366,100 382,500 404,200   

 66 228,100 281,600 327,800 366,800 383,100 404,500   

 67 229,000 282,300 328,500 367,500 383,700 404,800   

 68 230,100 283,200 329,300 368,200 384,300 405,100   

 69 230,800 284,200 330,100 368,500 384,700 405,300   

 70 231,500 285,000 330,800 369,100 385,200 405,600   

 71 232,100 285,800 331,500 369,800 385,700 405,900   

 72 232,900 286,600 332,200 370,400 386,300 406,200   

 73 233,700 287,400 332,700 370,700 386,600 406,400   

 74 234,400 287,900 333,300 371,300 387,000 406,700   

 75 235,100 288,300 333,800 372,000 387,400 407,000   

 76 235,700 288,800 334,400 372,600 387,800 407,200   

 77 236,400 288,900 334,700 373,000 388,100 407,400   

 78 237,200 289,300 335,200 373,500 388,400 407,700  

 79 238,000 289,500 335,600 374,100 388,700 408,000  

 80 238,700 289,900 336,100 374,600 389,000 408,200  

 81 239,400 290,100 336,500 375,100 389,200 408,400  

 82 240,100 290,300 337,000 375,700 389,500 408,700  

 83 240,800 290,700 337,500 376,200 389,800 409,000  

 84 241,500 291,000 338,000 376,500 390,000 409,200  

 85 242,100 291,300 338,300 376,900 390,200 409,400  

 86 242,800 291,600 338,700 377,400 390,500    

 87 243,500 291,900 339,200 377,800 390,800    

 88 244,200 292,300 339,600 378,200 391,000    

 89 244,900 292,600 339,900 378,600 391,200    

 90 245,400 293,000 340,300 379,100 391,500    

 91 245,800 293,300 340,800 379,500 391,800    

 92 246,300 293,700 341,200 379,900 392,000    

 93 246,600 293,800 341,400 380,200 392,200    

 94   294,000 341,800         

 95   294,400 342,300         
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 96   294,800 342,700         

 97   295,000 342,800         

 98   295,300 343,300         

 99   295,700 343,700         

 100   296,100 344,000         

 101   296,300 344,300         

 102   296,600 344,700         

 103   297,000 345,100         

 104   297,300 345,500         

 105   297,500 346,000         

 106   297,800 346,400         

 107   298,200 346,800         

 108   298,500 347,200         

 109   298,700 347,700         

 110   299,100 348,100         

 111   299,500 348,400         

 112   299,800 348,700         

 113   299,900 349,200         

 114   300,200           

 115   300,500           

 116   300,900           

 117   301,100           

 118   301,300           

 119   301,600           

 120   301,900           

 121   302,300           

 122   302,500           

 123   302,800           

 124   303,100           

 125   303,400           

再任用 

職 員 

  
186,900 214,400 254,400 273,800 288,900 314,300 356,000 

備考 この表は、他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。ただし、第１９条の３に

規定する職員を除く。 

別表第２（第３条関係） 

教育職給料表 

ア 教育職給料表(１) 

職員の区分 
職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

   円 円 円 円 

再任用職員 

以外の職員 

１ 155,200 199,500 328,200 416,100 

２ 156,700 201,200 330,400 417,900 

 ３ 158,200 202,900 332,700 419,700 

 ４ 159,700 204,600 334,800 421,400 

 ５ 161,400 206,400 337,100 422,900 

 ６ 163,300 208,100 339,300 424,400 

 ７ 165,100 209,800 341,600 426,300 

 ８ 166,900 211,400 343,900 428,200 

 ９ 168,700 213,200 345,800 430,000 

 10 170,800 215,100 347,900 431,800 
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 11 172,800 217,000 350,100 433,700 

 12 174,800 218,900 352,200 435,500 

 13 176,800 220,600 354,300 437,200 

 14 179,000 222,600 356,300 439,100 

 15 181,200 224,600 358,300 440,900 

 16 183,400 226,600 360,300 442,800 

 17 185,700 228,500 362,100 444,500 

 18 188,300 231,200 364,000 446,300 

 19 190,800 233,900 366,000 448,100 

 20 193,300 236,600 368,000 449,900 

 21 195,800 239,200 369,700 451,500 

 22 197,500 242,000 371,600 453,200 

 23 199,200 244,600 373,500 455,100 

 24 200,900 247,300 375,400 456,800 

 25 202,400 249,800 376,800 458,500 

 26 204,100 252,300 378,600 460,100 

 27 205,800 254,800 380,400 461,700 

 28 207,400 257,100 382,300 463,200 

 29 208,900 259,800 384,200 464,700 

 30 210,600 262,200 386,100 466,000 

 31 212,300 264,400 388,000 467,300 

 32 214,000 266,600 390,000 468,600 

 33 215,600 268,800 391,700 469,800 

 34 217,400 271,000 393,400 470,500 

 35 219,200 273,200 395,000 471,200 

 36 221,000 275,200 396,800 471,900 

 37 222,600 277,500 398,000 472,500 

 38 224,400 279,500 399,500   

 39 226,200 281,400 400,900   

 40 228,000 283,400 402,300   

 41 229,700 285,200 404,000   

 42 231,400 287,600 405,400   

 43 233,000 289,900 406,700   

 44 234,600 292,400 408,200   

 45 236,200 294,500 409,800   

 46 237,600 297,000 411,100   

 47 238,900 299,300 412,600   

 48 240,100 302,000 414,200   

 49 241,600 304,400 415,900   

 50 243,100 306,800 417,300   

 51 244,300 309,300 418,900   

 52 245,800 311,600 420,400   

 53 247,000 313,900 422,100   

 54 248,200 316,100 423,600   

 55 249,600 318,200 425,200   

 56 250,700 320,400 426,800   

 57 252,000 322,600 428,300   

 58 253,100 324,700 429,800   

 59 254,200 326,900 431,000   

 60 255,400 328,900 432,200   

 61 256,700 331,000 433,400   
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 62 258,000 333,100 434,700   

 63 259,400 335,300 436,000   

 64 260,600 337,500 437,200   

 65 261,900 339,400 438,400   

 66 263,400 341,600 439,600   

 67 264,900 343,700 440,800   

 68 266,600 345,900 442,000   

 69 268,100 347,800 443,200   

 70 269,500 349,700 444,400   

 71 270,900 351,800 445,600   

 72 272,300 353,800 446,800   

 73 273,400 355,500 447,900   

 74 274,800 357,400 448,500   

 75 276,200 359,200 449,000   

 76 277,400 361,100 449,500   

 77 278,800 363,000 450,000   

 78 280,000 364,700     

 79 281,200 366,400     

 80 282,400 368,000     

 81 283,500 369,500     

 82 284,700 371,000     

 83 285,900 372,500     

 84 287,100 373,900     

 85 288,300 375,000     

 86 289,400 376,400     

 87 290,500 377,800     

 88 291,700 379,100     

 89 292,900 380,400     

 90 294,000 381,700     

 91 295,200 382,900     

 92 296,400 384,200     

 93 297,100 385,500     

 94 298,100 386,600     

 95 299,200 387,900     

 96 300,400 389,100     

 97 301,400 390,500     

 98 302,500 391,500     

 99 303,500 392,600     

 100 304,600 393,600     

 101 305,500 394,500     

 102 306,600 395,500     

 103 307,700 396,600     

 104 308,700 397,700     

 105 309,300 398,400     

 106 310,200 399,300     

 107 311,000 400,200     

 108 311,800 401,100     

 109 312,700 401,900     

 110 313,100 402,800     

 111 313,500 403,600     

 112 314,000 404,400     
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 113 314,600 405,000     

 114 315,000 405,700     

 115 315,500 406,400     

 116 316,000 407,100     

 117 316,600 407,700     

 118 317,100 408,200     

 119 317,500 408,600     

 120 318,000 409,000     

 121 318,500 409,400     

 122 318,900 409,700     

 123 319,400 410,000     

 124 319,900 410,200     

 125 320,500 410,400     

 126 320,800 410,700     

 127 321,100 411,000     

 128 321,400 411,200     

 129 321,600 411,400     

 130 321,900 411,700     

 131 322,200 412,000     

 132 322,500 412,200     

 133 322,700 412,400     

 134 322,900 412,700     

 135 323,100 413,000     

 136 323,400 413,200     

 137 323,700 413,400     

 138 323,900 413,700     

 139 324,200 414,000     

 140 324,500 414,200     

 141 324,700 414,400     

 142 324,900 414,700     

 143 325,200 415,000     

 144 325,400 415,200     

 145 325,700 415,400     

 146 325,900       

 147 326,200       

 148 326,500       

 149 326,700       

 150 326,900       

 151 327,200       

 152 327,500       

 153 327,700       

再任用職員   233,200 273,500 330,300 414,400 

備考（１） この表は、高等学校に勤務する校長、教頭、教諭、養護教諭、実習助手その他の職

員で市長が定めるものに適用する。 

（２） この表の適用を受ける職員のうち、その職務の級が３級である職員で市長が規則で

定めるものの給料月額は、この表の額に７，７００円をそれぞれ加算した額とする。 

イ 教育職給料表(２) 

職員の区分 
職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

   円 円 円 円 
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再任用職員 

以外の職員 

１ 155,200 171,100 289,000 405,900 

２ 156,700 173,200 291,600 407,400 

 ３ 158,200 175,300 294,500 408,900 

 ４ 159,700 177,500 297,000 410,400 

 ５ 161,400 179,500 299,500 411,800 

 ６ 163,300 181,700 301,900 413,200 

 ７ 165,100 183,900 304,200 414,700 

 ８ 166,900 186,100 306,600 416,300 

 ９ 168,700 188,400 309,000 417,700 

 10 170,800 191,200 311,600 419,100 

 11 172,800 193,900 314,300 420,500 

 12 174,800 196,600 317,200 421,800 

 13 176,800 199,500 319,700 423,100 

 14 179,000 201,200 321,700 424,500 

 15 181,200 202,900 323,700 425,900 

 16 183,400 204,600 326,000 427,300 

 17 185,700 206,400 328,200 428,500 

 18 188,300 208,100 330,400 429,800 

 19 190,800 209,800 332,700 431,000 

 20 193,300 211,400 334,800 432,300 

 21 195,800 213,200 337,100 433,400 

 22 197,500 215,100 339,300 434,600 

 23 199,200 217,000 341,600 435,900 

 24 200,900 218,900 343,900 437,200 

 25 202,400 220,600 345,800 438,500 

 26 204,000 222,600 347,600 439,700 

 27 205,600 224,600 349,500 440,700 

 28 207,100 226,600 351,400 441,800 

 29 208,800 228,500 353,200 443,000 

 30 210,500 231,200 355,000 443,800 

 31 212,200 233,900 356,700 444,600 

 32 213,900 236,600 358,600 445,500 

 33 215,400 239,200 360,200 446,400 

 34 217,100 242,000 361,900 446,900 

 35 218,800 244,600 363,600 447,400 

 36 220,500 247,300 365,400 447,900 

 37 222,000 249,800 367,300 448,400 

 38 223,700 252,300 368,800   

 39 225,400 254,800 370,300   

 40 227,100 257,100 371,900   

 41 228,700 259,800 373,100   

 42 230,400 262,200 374,500   

 43 232,000 264,400 375,900   

 44 233,600 266,600 377,400   

 45 235,300 268,800 378,900   

 46 236,800 271,000 380,500   

 47 238,200 273,200 382,100   

 48 239,600 275,200 383,600   

 49 241,000 277,500 385,000   

 50 242,400 279,500 386,500   

 51 243,900 281,400 388,000   
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 52 245,100 283,400 389,400   

 53 246,200 285,200 390,600   

 54 247,600 287,600 391,900   

 55 248,800 289,900 393,000   

 56 250,000 292,400 394,100   

 57 251,200 294,500 395,500   

 58 252,400 297,000 396,700   

 59 253,500 299,300 397,900   

 60 254,700 302,000 399,200   

 61 256,100 304,400 400,400   

 62 257,300 306,800 401,400   

 63 258,500 309,300 402,800   

 64 259,400 311,600 404,100   

 65 260,400 313,900 405,300   

 66 261,800 316,100 406,400   

 67 263,200 318,200 407,600   

 68 264,700 320,400 408,700   

 69 266,300 322,600 409,700   

 70 267,800 324,700 410,900   

 71 269,300 326,900 412,100   

 72 270,700 328,900 413,300   

 73 271,800 331,000 413,900   

 74 273,000 333,100 414,700   

 75 274,300 335,300 415,400   

 76 275,500 337,500 415,900   

 77 276,900 339,300 416,200   

 78 278,000 341,200 416,600   

 79 279,200 343,100 417,000   

 80 280,400 344,900 417,400   

 81 281,600 346,700 417,700   

 82 282,500 348,500 418,100   

 83 283,700 350,100 418,500   

 84 284,900 351,900 418,800   

 85 285,900 353,200 419,100   

 86 286,800 354,800 419,500   

 87 287,700 356,300 419,900   

 88 288,700 357,800 420,200   

 89 289,800 359,200 420,500   

 90 290,700 360,500 420,800   

 91 291,600 361,900 421,100   

 92 292,500 363,300 421,300   

 93 292,900 364,800 421,500   

 94 293,600 366,100     

 95 294,300 367,400     

 96 295,100 368,600     

 97 295,900 369,600     

 98 296,700 370,600     

 99 297,500 371,600     

 100 298,200 372,600     

 101 299,100 373,500     

 102 299,600 374,500     
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 103 300,100 375,500     

 104 300,600 376,500     

 105 300,800 377,300     

 106 301,200 378,200     

 107 301,500 379,100     

 108 301,700 380,100     

 109 301,900 380,900     

 110 302,100 381,900     

 111 302,400 382,900     

 112 302,700 383,900     

 113 302,900 384,500     

 114 303,100 385,400     

 115 303,300 386,300     

 116 303,600 387,200     

 117 303,900 388,000     

 118 304,200 388,700     

 119 304,500 389,500     

 120 304,800 390,300     

 121 304,900 390,900     

 122 305,100 391,700     

 123 305,400 392,400     

 124 305,700 393,100     

 125 305,900 393,700     

 126   394,400     

 127   394,900     

 128   395,500     

 129   396,200     

 130   396,800     

 131   397,300     

 132   397,800     

 133   398,100     

 134   398,400     

 135   398,700     

 136   399,000     

 137   399,300     

 138   399,600     

 139   399,900     

 140   400,200     

 141   400,500     

 142   400,800     

 143   401,100     

 144   401,400     

 145   401,600     

 146   401,900     

 147   402,200     

 148   402,400     

 149   402,600     

 150   402,900     

 151   403,200     

 152   403,400     

 153   403,600     
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 154   403,900     

155   404,200     

156   404,400     

157   404,600     

再任用職員   224,400 270,300 323,600 404,400 

備考（１） この表は、幼稚園に勤務する園長、副園長、教諭、講師その他の職員で市長が定め

るものに適用する。 

（２） この表の適用を受ける職員のうち、その職務の級が３級である職員で市長が規則で

定めるものの給料月額は、この表の額に７，５００円をそれぞれ加算した額とする。 

別表第３（第３条関係） 

ア 医療職給料表(１) 

職員の区分 
職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用職員 

以外の職員 

  円 円 円 円 円 

１ 245,200 330,500 395,500 470,600 565,700 

２ 247,700 333,500 398,400 472,900 568,800 

３ 250,200 336,400 401,300 475,100 571,900 

４ 252,700 339,400 404,100 477,400 575,000 

５ 255,000 342,100 406,800 479,700 577,900 

６ 258,800 345,400 409,500 481,900 580,300 

７ 262,600 348,500 412,300 484,100 582,700 

８ 266,400 351,600 415,000 486,300 585,100 

９ 270,000 354,500 417,500 488,300 587,300 

10 274,000 357,400 420,200 490,400 588,800 

11 278,000 360,500 422,900 492,500 590,300 

12 282,000 363,700 425,600 494,600 591,800 

13 285,800 366,700 428,000 496,700 593,300 

14 289,800 370,300 430,500 498,800 594,400 

15 293,700 373,500 432,900 500,900 595,500 

16 297,600 377,200 435,400 503,000 596,400 

17 301,400 380,800 437,600 505,100 597,600 

18 305,000 383,500 440,000 507,100 598,600 

19 308,500 386,300 442,400 509,100 599,600 

20 312,100 389,000 444,800 511,100 600,600 

21 315,700 391,900 446,600 512,900 601,600 

22 319,400 394,500 449,000 514,700   

23 322,900 397,100 451,400 516,600   

24 326,400 399,500 453,700 518,500   

25 329,900 401,800 455,800 520,200   

26 332,700 404,100 458,100 522,000   

27 335,300 406,400 460,300 523,800   

28 337,900 408,700 462,600 525,600   

29 340,700 411,000 464,800 527,400   

30 342,800 413,100 467,100 529,200   

31 345,000 415,100 469,400 531,000   

32 347,400 417,200 471,600 532,800   

33 349,700 419,300 473,600 534,400   

34 352,100 421,200 475,700 536,200   
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35 354,300 423,200 477,800 537,900   

36 356,800 425,200 479,900 539,700   

37 359,200 427,200 482,000 541,300   

38 361,600 429,200 483,800 542,900   

39 364,000 431,200 485,600 544,300   

40 366,200 433,200 487,400 545,900   

41 368,500 435,100 489,100 547,400   

42 369,900 436,900 490,900 548,800   

43 371,400 438,600 492,700 550,200   

44 372,800 440,400 494,500 551,500   

45 374,300 442,300 496,100 552,700   

46 375,700 444,100 497,800 553,700   

47 377,200 445,900 499,600 554,700   

48 378,700 447,600 501,400 555,700   

49 379,900 449,400 503,000 556,700   

50 380,900 451,100 504,300 557,600   

51 381,900 452,900 505,600 558,500   

52 382,800 454,700 506,900 559,400   

53 383,800 456,600 508,100 560,200   

54 384,700 457,800 509,400 561,100   

55 385,600 459,000 510,700 562,000   

56 386,500 460,200 512,000 562,900   

57 387,400 461,400 513,000 563,800   

58 388,300 462,400 513,800 564,700   

59 389,100 463,400 514,600 565,600   

60 389,900 464,400 515,400 566,300   

61 390,600 465,200 516,300 567,200   

62 391,100 465,900 517,100 568,100   

63 391,500 466,600 518,000 569,000   

64 392,000 467,300 518,800 569,900   

65 392,300 468,000 519,700 570,800   

66   468,700 520,600     

67   469,400 521,300     

68   470,100 522,200     

69   470,500 523,100     

70   471,200 523,900     

71   471,900 524,800     

72   472,600 525,700     

73   473,000 526,500     

74   473,600 527,400     

75   474,300 528,300     

76   475,000 529,000     

77   475,400 529,800     

78   476,000 530,700     

79   476,600 531,600     

80   477,100 532,500     

81   477,700 533,300     

82   478,200 534,200     
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83   478,700 535,100     

84   479,200 536,000     

85   479,600 536,800     

86   480,200 537,700     

87   480,600 538,600     

88   481,100 539,500     

89   481,600 540,300     

90   482,200       

91   482,800       

92   483,200       

93   483,700       

94   484,300       

95   484,900       

96   485,500       

97   486,000       

再任用職員   295,400 337,800 392,200 465,200 565,100 

備考 この表は、病院、診療所等に勤務する医師で市長が規則で定めるものに適用する。 

イ 医療職給料表（２） 

職員の 

区 分 

職務

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用職

員以外の

職員 

  円 円 円 円 円 円 円 

１ 146,500 184,400 219,800 245,900 278,100 325,500 370,300 

２ 147,900 186,000 221,400 247,300 280,100 327,500 373,000 

３ 149,300 187,600 223,000 248,500 282,300 329,700 375,600 

４ 150,700 189,200 224,600 249,900 284,400 331,900 378,300 

５ 151,900 190,700 226,000 251,100 286,600 333,900 380,700 

６ 153,700 192,300 227,600 252,300 288,700 336,100 383,400 

７ 155,400 193,900 229,100 253,500 290,800 338,200 386,000 

８ 157,100 195,400 230,700 254,600 292,900 340,400 388,700 

９ 158,800 197,000 232,000 255,900 294,900 342,300 390,800 

10 160,500 198,700 233,500 256,900 297,100 344,400 393,100 

11 162,200 200,300 234,900 257,900 299,200 346,600 395,300 

12 164,000 202,000 236,100 258,900 301,400 348,700 397,500 

13 165,500 203,600 237,800 260,200 303,600 350,300 399,600 

14 167,400 205,200 239,200 261,700 305,500 352,300 401,600 

15 169,400 206,800 240,400 263,300 307,600 354,200 403,600 

16 171,300 208,400 241,800 264,800 309,600 356,200 405,700 

17 173,200 209,900 242,900 266,300 311,700 358,100 407,500 

18 175,100 211,500 244,100 268,100 313,700 360,100 409,500 

19 176,900 213,200 245,300 269,900 315,800 362,100 411,400 

20 178,800 214,900 246,500 271,700 317,900 364,100 413,500 

21 180,700 216,200 247,900 273,500 319,800 365,900 415,300 

22 182,200 217,700 248,900 275,300 321,800 367,900 416,900 

23 183,700 219,100 249,900 277,100 323,700 370,000 418,500 

24 185,200 220,600 251,000 278,800 325,700 372,100 420,000 

25 186,800 222,000 252,200 280,600 327,600 373,500 421,500 

26 188,300 223,400 253,600 282,500 329,500 375,300 422,800 

27 189,800 224,700 255,000 284,400 331,500 377,100 424,100 
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28 191,200 226,000 256,500 286,200 333,500 378,800 425,400 

29 192,700 227,400 257,900 288,200 335,000 380,600 426,700 

30 194,000 228,800 259,600 290,000 336,800 382,100 427,900 

31 195,300 230,300 261,300 291,800 338,500 383,700 429,100 

32 196,600 231,700 262,900 293,700 340,300 385,400 430,200 

33 198,000 233,000 264,400 295,400 342,000 386,700 431,400 

34 199,400 234,300 266,200 297,100 343,800 388,000 432,600 

35 200,800 235,300 267,900 298,900 345,700 389,300 433,800 

36 202,200 236,600 269,600 300,700 347,500 390,500 435,000 

37 203,300 238,000 271,100 302,200 349,300 391,600 436,300 

38 204,600 239,300 272,800 303,900 351,000 392,800 437,100 

39 205,900 240,400 274,500 305,500 352,600 393,900 437,500 

40 207,200 241,700 276,100 307,100 354,300 395,000 438,200 

41 208,400 243,000 277,800 308,900 355,500 395,800 438,700 

42 209,600 244,200 279,400 310,600 356,600 396,600 439,100 

43 210,800 245,400 281,100 312,200 357,800 397,400 439,500 

44 212,000 246,500 282,800 313,900 359,000 398,200 439,900 

45 213,200 247,600 284,300 315,000 360,200 398,600 440,300 

46 214,300 249,000 286,000 316,400 361,000 399,200 440,700 

47 215,300 250,500 287,700 317,900 362,200 399,700 441,100 

48 216,400 251,900 289,300 319,500 363,300 400,100 441,400 

49 217,400 253,500 290,700 320,900 364,300 400,500 441,700 

50 218,400 254,900 292,300 322,200 365,300 400,800 442,100 

51 219,300 256,300 293,700 323,400 366,300 401,100 442,400 

52 220,300 257,600 295,300 324,700 367,300 401,400 442,700 

53 220,900 258,700 296,700 325,800 368,100 401,700 443,000 

54 221,800 260,100 298,200 326,800 368,900 402,000   

55 222,500 261,500 299,600 327,900 369,800 402,300   

56 223,500 262,800 301,100 328,900 370,700 402,600   

57 224,200 263,800 302,300 329,400 371,200 402,900   

58 225,100 265,100 303,500 330,300 372,000 403,200   

59 225,800 266,400 304,700 331,100 372,800 403,500   

60 226,600 267,700 306,100 332,000 373,600 403,900   

61 227,500 268,600 307,400 332,800 374,000 404,100   

62 228,300 269,800 308,600 333,100 374,700 404,400   

63 229,200 271,100 309,900 333,700 375,400 404,700   

64 230,300 272,400 311,100 334,400 376,100 405,000   

65 230,900 273,400 312,500 335,000 376,500 405,200   

66 231,700 274,500 313,300 335,700 377,100     

67 232,500 275,500 314,100 336,400 377,800     

68 233,300 276,600 314,900 337,100 378,400     

69 234,000 277,700 315,500 337,800 378,800     

70 234,700 278,700 316,200 338,300 379,300     

71 235,400 279,800 316,900 338,900 379,800     

72 236,000 280,900 317,500 339,500 380,300     

73 236,700 281,700 318,200 339,800 380,900     

74 237,500 282,400 318,400 340,400 381,400     

75 238,300 282,900 319,000 340,900 382,000     

76 239,000 283,700 319,600 341,500 382,600     

77 239,600 284,500 320,200 342,000 383,100     

78 240,200 285,100 320,700 342,500 383,600     
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79 240,800 285,700 321,200 343,000 384,100     

80 241,400 286,300 321,700 343,400 384,600     

81 241,700 287,000 322,300 343,700 384,900     

82 242,100 287,500 322,800 344,000 385,400     

83 242,500 287,900 323,200 344,400 385,800     

84 242,900 288,300 323,700 344,700 386,200     

85 243,300 288,500 324,200 345,200 386,600     

86   288,700 324,600 345,500       

87   288,900 324,800 345,800       

88   289,100 325,200 346,100       

89   289,500 325,600 346,500       

90   289,700 326,000 346,800       

91   289,900 326,400 347,200       

92   290,100 326,800 347,500       

93   290,500 327,100 347,900       

94   290,700 327,300 348,200       

95   290,900 327,700 348,500       

96   291,200 328,000 348,800       

97   291,600 328,200 349,100       

98   291,900 328,500 349,500       

99   292,100 328,800 349,900       

100   292,400 329,100 350,300       

101   292,700 329,300 350,800       

102   292,900 329,600 351,200       

103   293,100 330,000 351,600       

104   293,400 330,200 352,000       

105   293,700 330,300 352,500       

106     330,600         

107     331,000         

108     331,200         

109     331,400         

110     331,800         

111     332,200         

112     332,600         

113     332,800         

再任用 

職 員 

 
187,900 214,500 242,700 256,100 281,300 322,000 364,200 

備考 この表は、病院、診療所等に勤務する薬剤師、栄養士その他の職員で市長が定めるものに

適用する。 

ウ 医療職給料表（３） 

職員の 

区 分 

職務

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用職

員以外の

職員 

  円 円 円 円 円 円 

１ 160,100 187,600 236,000 258,900 284,100 328,800 

２ 161,500 189,700 237,800 259,900 285,900 330,900 

３ 163,000 191,800 239,600 260,800 287,700 333,000 

４ 164,400 193,800 241,400 261,900 289,600 335,200 

５ 165,900 195,900 242,800 262,700 291,400 337,300 

６ 167,400 198,200 244,100 263,700 293,200 339,400 
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７ 168,900 200,500 245,300 264,500 295,100 341,600 

８ 170,400 202,800 246,600 265,500 296,900 343,700 

９ 171,700 205,200 247,700 266,600 298,800 345,300 

10 173,400 206,600 248,800 267,400 300,700 347,300 

11 175,000 208,000 249,700 268,500 302,500 349,200 

12 176,600 209,400 250,600 269,700 304,400 351,200 

13 178,100 210,800 251,900 271,000 306,100 353,200 

14 180,100 212,300 253,000 272,300 307,700 355,300 

15 182,100 213,800 253,800 273,500 309,500 357,400 

16 184,100 215,000 254,800 275,000 311,300 359,400 

17 186,300 216,400 255,600 276,300 313,100 361,400 

18 188,400 217,900 256,500 277,700 314,700 363,400 

19 190,500 219,400 257,500 278,900 316,400 365,500 

20 192,600 220,900 258,400 280,300 318,100 367,600 

21 194,700 222,300 259,300 281,900 319,600 369,300 

22 196,900 224,000 260,300 283,500 321,100 371,400 

23 199,100 225,700 261,200 285,000 322,700 373,500 

24 201,300 227,400 262,200 286,400 324,200 375,500 

25 203,300 228,800 263,400 287,700 325,800 377,500 

26 204,600 230,500 264,700 289,500 327,200 379,100 

27 205,900 232,200 265,900 291,300 328,700 381,000 

28 207,200 233,900 267,200 293,000 330,300 382,900 

29 208,400 235,500 268,400 294,600 331,600 384,700 

30 209,600 236,900 269,900 296,200 333,100 386,400 

31 210,900 238,200 271,500 297,800 334,500 388,300 

32 212,100 239,300 272,900 299,500 336,000 390,100 

33 213,400 240,600 274,500 300,900 337,600 391,800 

34 214,700 241,700 276,000 302,400 339,100 393,500 

35 216,000 242,600 277,300 304,000 340,700 395,300 

36 217,300 243,700 278,600 305,600 342,200 397,000 

37 218,700 244,800 280,200 307,100 343,900 398,600 

38 220,100 245,900 281,600 308,500 345,500 400,300 

39 221,400 246,800 283,100 310,000 347,000 402,100 

40 222,800 247,900 284,500 311,600 348,600 403,900 

41 223,800 248,600 286,100 313,200 349,800 405,400 

42 225,200 249,500 287,600 314,600 351,300 406,900 

43 226,600 250,400 289,100 316,000 352,800 408,400 

44 228,000 251,300 290,700 317,500 354,200 409,700 

45 229,200 252,100 292,000 318,500 355,800 410,800 

46 230,600 253,100 293,400 319,900 356,800 411,900 

47 231,900 254,000 294,900 321,300 358,300 413,000 

48 233,200 255,000 296,400 322,800 359,600 414,200 

49 234,300 256,000 297,700 323,900 361,000 415,500 

50 235,400 257,200 299,000 325,300 362,400 416,600 

51 236,400 258,400 300,300 326,600 363,700 417,800 

52 237,500 259,600 301,700 327,900 365,100 418,900 

53 238,600 260,700 303,200 329,300 366,600 420,100 

54 239,700 262,200 304,500 330,700 367,800 421,100 

55 240,700 263,600 305,900 332,100 368,900 422,200 

56 241,700 265,000 307,300 333,400 370,100 423,300 

57 242,600 266,600 308,300 334,300 371,200 424,400 
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58 243,600 268,200 309,500 335,600 372,100 424,900 

59 244,300 269,700 310,700 336,800 373,100 425,500 

60 245,300 271,200 312,100 338,100 374,100 425,900 

61 246,200 272,600 313,200 339,200 374,700 426,500 

62 247,200 274,100 314,500 340,100 375,500 427,000 

63 248,000 275,600 315,800 341,300 376,300 427,400 

64 249,000 276,900 317,000 342,600 377,100 427,900 

65 249,900 278,500 318,300 343,700 377,800 428,500 

66 250,900 280,000 319,600 344,900 378,500 428,900 

67 252,000 281,500 320,900 346,100 379,300 429,200 

68 252,900 283,000 322,200 347,200 380,000 429,500 

69 253,700 284,100 322,900 348,200 380,600 429,900 

70 254,800 285,600 324,000 349,200 381,200   

71 255,900 287,100 325,100 350,300 381,900   

72 257,100 288,500 326,000 351,400 382,500   

73 258,500 289,700 327,300 352,200 383,200   

74 259,800 291,100 328,000 353,300 383,700   

75 261,100 292,400 329,100 354,400 384,300   

76 262,300 293,700 330,300 355,500 384,800   

77 263,300 295,200 331,400 356,200 385,200   

78 264,400 296,500 332,600 357,000 385,800   

79 265,700 297,700 333,700 357,800 386,300   

80 266,900 299,000 334,900 358,500 386,600   

81 268,000 299,700 336,000 359,100 386,900   

82 269,000 300,900 337,100 359,600 387,400   

83 270,100 302,000 338,100 360,200 387,800   

84 271,200 303,200 339,200 360,700 388,100   

85 272,000 304,300 340,100 361,300 388,400   

86 272,900 305,500 341,100 361,800 388,900   

87 274,000 306,700 342,000 362,400 389,400   

88 275,100 307,800 343,000 362,900 389,800   

89 276,100 309,100 344,000 363,300 390,100   

90 277,000 310,300 344,800 363,700 390,500   

91 277,900 311,500 345,600 364,300 391,000   

92 278,900 312,700 346,400 364,800 391,400   

93 279,900 313,500 347,000 365,100 391,800   

94 280,900 314,200 347,600 365,600     

95 281,800 314,900 348,300 366,000     

96 282,800 315,500 348,900 366,300     

97 283,600 316,200 349,300 366,900     

98 284,400 316,500 349,700 367,400     

99 285,000 317,100 350,200 367,900     

100 285,900 317,800 350,600 368,400     

101 286,700 318,200 351,100 369,000     

102 287,500 318,800 351,500 369,500     

103 288,300 319,400 352,000 370,000     

104 289,100 320,000 352,400 370,400     

105 289,800 320,400 352,700 371,000     

106 290,300 320,900 353,200 371,500     

107 290,800 321,400 353,600 372,000     

108 291,300 321,900 353,900 372,500     
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109 291,500 322,300 354,400 373,100     

110 291,800 322,700 354,900 373,500     

111 292,000 323,000 355,400 374,000     

112 292,400 323,300 355,900 374,500     

113 292,700 323,700 356,400 375,100     

114 292,900 324,100 356,900       

115 293,300 324,500 357,400       

116 293,600 324,800 357,800       

117 293,900 325,000 358,200       

118 294,200 325,300 358,600       

119 294,500 325,700 359,100       

120 294,900 325,900 359,600       

121 295,200 326,100 360,000       

122 295,600 326,400 360,500       

123 295,900 326,700 361,000       

124 296,300 327,000 361,500       

125 296,500 327,200 361,800       

126 296,700 327,500         

127 297,000 327,900         

128 297,400 328,100         

129 297,600 328,200         

130 297,900 328,500         

131 298,300 328,900         

132 298,700 329,100         

133 298,900 329,400         

134 299,200 329,800         

135 299,600 330,200         

136 299,900 330,600         

137 300,100 330,900         

138 300,400 331,300         

139 300,800 331,700         

140 301,100 332,100         

141 301,300 332,400         

142 301,700 332,800         

143 302,100 333,100         

144 302,400 333,500         

145 302,500 333,800         

146 302,800 334,200         

147 303,100 334,600         

148 303,500 335,000         

149 303,700 335,300         

150 303,900 335,700         

151 304,200 336,100         

152 304,500 336,500         

153 304,900 336,800         

154 305,100           

155 305,300           

156 305,600           

157 305,900           

158 306,200           

159 306,500           
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160 306,800           

161 307,200           

162 307,500           

163 307,800           

164 308,100           

165 308,500           

166 308,800           

167 309,100           

168 309,400           

169 309,800           

再任用 

職 員 

 
234,300 254,600 261,800 272,000 288,300 325,400 

備考 この表は、病院、診療所等に勤務する助産師、看護師、准看護師その他の職員で市長が定

めるものに適用する。 

第２条 一般職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

第７条第２項第２号中「及び孫」を削り、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第

３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

(３) 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

第７条第３項を次のように改める。 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族（以

下「扶養親族たる配偶者、父母等」という。）については１人につき６， ５００円、同項第２

号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人につき１０，０００

円とする。 

第７条第４項中「扶養親族である子」を「扶養親族たる子」に改める。 

第７条の２第１項中「いずれかに該当する」を「いずれかに掲げる」に改め、「（新たに職員と

なった者に扶養親族がある場合又は職員に第１号に該当する事実が生じた場合において、その職員

に配偶者がないときは、その旨を含む。）」を削り、同項第２号中「前条第２項第２号又は第４号」

を「扶養親族たる子又は前条第２項第３号若しくは第５号」に改め、同項第３号及び第４号を削り、

同条第２項中「扶養親族がない」を「職員に扶養親族で前項の規定による届出に係るものがない場

合においてその」に、「前項第１号」を「同項第１号」に、「生じた場合においては」を「生じた

ときは」に、「すべて」を「全て」に改め、同条第３項中「これを受けている職員に更に第１項第

１号に掲げる事実が生じた場合、扶養手当を受けている職員の扶養親族で同項の規定による届出に

係るものの一部が扶養親族としての要件を欠くに至った場合、扶養手当を受けている職員について

同項第３号若しくは第４号に掲げる事実が生じた場合又は職員の扶養親族である子で同項の規定

による届出に係るもののうち特定期間にある子でなかった者が特定期間にある子となった」を「次

の各号のいずれかに掲げる事実が生じた」に、「これらの」を「その」に、「扶養手当を受けてい

る職員に更に第１項第１号」を「第１号」に改め、「（扶養親族である子、父母等で同項の規定に

よる届出に係るものがある職員で配偶者のないものが扶養親族である配偶者を有するに至った場

合における当該扶養親族である子、父母等に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）及び扶養手当

を受けている職員のうち扶養親族である子、父母等で同項の規定による届出に係るものがある職員

が配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族である子、父母等に係る扶養手当の支給額

の改定」を削り、同項に次の各号を加える。 

（１） 扶養手当を受けている職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生じる場合 

（２） 扶養手当を受けている職員の扶養親族で第１項の規定による届出に係るものの一部が扶養

親族たる要件を欠くに至った場合 

（３)  職員の扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係るもののうち特定期間にある子でな
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かった者が特定期間にある子となった場合 

第１８条第２項第１号中「、６月に支給する場合においては１００分の８０、１２月に支給する

場合においては１００分の９０」を「１００分の８５」に改め、同項第２号中「、６月に支給する

場合においては１００分の３７.５、１２月に支給する場合においては１００分の４２．５」を「１

００分の４０」に改める。 

（職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第３条 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第１１条中「介護休暇」の次に「、介護時間」を加える。 

第１５条第１項中「職員が」の次に「要介護者（」を、「支障があるもの」の次に「をいう。以

下同じ。）」を、「介護をするため、」の次に「任命権者が規則の定めるところにより、職員の申出に

基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、

通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において」を加え、

同条第２項中「前項に規定する者の各々が同項に規定する介護を必要とする一の継続する状態ごと

に、連続する６月の期間」を「指定期間」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（介護時間） 

第１５条の２ 介護時間は、職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を必要

とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定期間と重複する

期間を除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇とする。 

２ 介護時間の時間は、前項に規定する期間内において１日につき２時間を超えない範囲内で必要

と認められる時間とする。 

３ 介護時間については、一般職の職員の給与に関する条例第９条の規定にかかわらず、その勤務

しない１時間につき、同条例第１３条に規定する勤務時間１時間当たりの給与額を減額する。 

第１７条の見出し及び同条第１項中「及び介護休暇」を「、介護休暇及び介護時間」に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は平成２９年４月１日から、第３条

の規定は平成２９年１月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の一般職の職員の給与に関する条例（以下「第１条改正後給与条例」

という。）の規定は、平成２８年４月１日から適用する。 

（給与の内払） 

３ 第１条改正後給与条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正前の一般職の

職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された給与（一般職の職員の給与に関する条例の一

部を改正する条例（平成１８年条例第７号。以下この項において「平成１８年改正条例」という。）

附則第７項から第９項までの規定に基づいて支給された給与及び一般職の職員の給与に関する条

例等の一部を改正する条例（平成２６年条例第３０号。以下この項において「平成２６年改正条例」

という。）附則第６項から第８項までの規定に基づいて支給された給料を含む。）は、第１条改正後

給与条例の規定による給与（平成１８年改正条例附則第７項から第９項までの規定に基づいて支給

された給与及び平成２６年改正条例附則第６項から第８項までの規定に基づいて支給された給料

を含む。）の内払とみなす。 

（扶養手当に関する特例） 

４ 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間は、第２条の規定による改正後の給与条

例（以下この項において「第２条改正後給与条例」という。）第７条第３項の規定の適用について

は、同項中「前項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族（以下「扶養親

族たる配偶者、父母等」という。）については１人につき６，５００円、同項第２号に該当する扶



平成２９年１月１０日（火） 大 和 高 田 市 公 報 第３３６号 

 32 

養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人につき１０，０００円」とあるのは「前

項第１号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者」という。）については１０，０００円、

同項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人につき８，０

００円（職員に配偶者がない場合にあっては、そのうち１人については１０，０００円）、同項第

３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族（以下「扶養親族たる父母等」という。）につ

いては１人につき６，５００円（職員に配偶者及び扶養親族たる子がない場合にあっては、そのう

ち１人については９，０００円）」と、第２条改正後給与条例第７条の２の規定の適用については、

同条第１項中「その旨」とあるのは「その旨（新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職

員に第１号に掲げる事実が生じた場合において、その職員に配偶者がないときは、その旨を含む。）」

と、「（２） 扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は前条第２

項第３号若しくは第５号に該当する扶養親族が、満２２歳に達した日以後の最初の３月３１日の経

過により、扶養親族としての要件を欠くに至った場合を除く。）」とあるのは 

「（２） 扶養親族としての要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は前 

（３） 扶養親族たる子又は扶養親族たる父母等がある職員が配偶者のない職員となっ 

（４） 扶養親族たる子又は扶養親族たる父母等がある職員が配偶者を有するに至った 

条第２項第３号若しくは第５号）に該当する扶養親族が、満２２歳に達した日以後の最 

た場合（前号に該当する場合を除く。） 

場合（第１号に該当する場合を除く。） 

初の３月３１日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至った場合を除く。） 

 

                                    」と、同条第３項

中「においては、その」とあるのは「又は扶養手当を受けている職員について第１項第３号に掲げ

る事実が生じた場合においては、これらの」と、「その日が」とあるのは「これらの日が」と、「の

改定」とあるのは「の改定（扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係るものがある職員で配

偶者のないものが扶養親族たる配偶者を有するに至った場合における当該扶養親族たる子に係る

扶養手当の支給額の改定並びに扶養親族たる父母等で同項の規定による届出に係るものがある職

員であって配偶者及び扶養親族たる子で同項の規定による届出に係るもののないものが扶養親族

たる配偶者又は扶養親族たる子を有するに至った場合における当該扶養親族たる父母等に係る扶

養手当の支給額の改定を除く。）、扶養手当を受けている職員のうち扶養親族たる子で第１項の規定

による届出に係るものがある職員が配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族たる子

に係る扶養手当の支給額の改正及び扶養手当を受けている職員のうち扶養親族たる父母等で同項

の規定による届出に係るものがある職員であって扶養親族たる子で同項の規定による届出に係る

もののないものが配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族たる父母等に係る扶養手

当の支給額の改定」とする。 

（経過措置） 

５ 第３条の規定による改正前の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１７条の規定により介護休

暇の承認を受けた職員であって、平成２９年１月１日において当該介護休暇の初日（以下この項に

おいて単に「初日」という。）から起算して６月を経過していないものの当該介護休暇に係る第３

条の規定による改正後の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１５条第１項に規定する指定期間

については、任命権者は、市長が規則で定めるところにより、初日から当該職員の申出に基づく平

成２９年１月１日以後の日（初日から起算して６月を経過するまでの日に限る。）までの期間を指

定するものとする。 

 

条例第３９号 

大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 
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平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年条例第１４号）の一部を次のように改正

する。 

第３４条に次の１項を加える。 

６ 前各項に定めるもののほか、市立病院に勤務する医師が勤務時間外において患者の診察及び処置

等に従事したときは、次に掲げる額を支給する。 

（１） 外来患者の診察及び処置に従事した場合 患者１人につき２，０００円を超えない範囲内

において市長が規則で定める額 

（２） 救急の要請に応じ、患者の診察及び処置に従事した場合 患者１人につき４，０００円を

超えない範囲内において市長が規則で定める額 

（３） 前２号の診察及び処置をした患者が入院に至った場合 患者１人につき１０，０００円を

超えない範囲内において市長が規則で定める額 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定は、この条例の施行

の日（以下「施行日」という。）以後に始まる勤務に係る特殊勤務手当について適用し、施行日前

に始まった勤務に係る特殊勤務手当については、なお従前の例による。 

 

条例第４０号 

 大和高田市職員の退職手当に関する条例及び企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

  平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市職員の退職手当に関する条例及び企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一

部を改正する条例 

 （大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 大和高田市職員の退職手当に関する条例（昭和３３年条例第１４号）の一部を次のように改

正する。 

第１１条第５項中「、その者が退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務を同法第５条第１

項に規定する適用事業と」を削り、「高年齢継続被保険者」を「高年齢被保険者」に改め、同項第

２号中「第３７条の４第３項前段」を「第３７条の４第３項」に改め、同条第６項中「、その者が

退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務を同法第５条第１項に規定する適用事業と」を削り、

「高年齢継続被保険者」を「高年齢被保険者」に改め、同条第１１項各号列記以外の部分中「広域

求職活動費」を「求職活動支援費」に改め、同項第６号を次のように改める。 

（６） 求職活動に伴い雇用保険法第５９条第１項各号のいずれかに該当する行為をする者 同

条第２項に規定する求職活動支援費の額に相当する金額 

第１１条第１５項中「規定は、」の次に「第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を受け

ることができる者（第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を受けた者であって、当該退職

手当の支給に係る退職の日の翌日から起算して１年を経過していないものを含む。）及び」を加え、

「これら」を「第７項又は第８項」に改める。 

（企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）  
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第２条 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年条例第２４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第６条第２項第２号中「及び孫」を削り、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第

３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

第１５条第６項中「、その者が退職の際勤務していた当該地方公営企業の事業を同法第５条第１

項に規定する適用事業と」を削り、「高年齢継続被保険者」を「高年齢被保険者」に改め、同条第

８項中「広域求職活動費」を「求職活動支援費」に改める。 

第１６条第２項中「又は介護休暇（当該職員が」を「、介護休暇（当該職員が要介護者（」に改

め、「支障があるもの」の次に「をいう。以下同じ。）」を、「介護するため、」の次に「管理者が定

めるところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」

という。）内において」を、「休暇をいう。）」の次に「又は介護時間（当該職員が要介護者の介護を

するため、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間

（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内において１日の勤務時間の一部につき

勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年１月１日から施行する。ただし、第２条中企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例第６条第２項の改正規定は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 退職職員（退職した大和高田市職員の退職手当に関する条例第２条に規定する職員をいう。以下

同じ。）であって、退職職員が退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務を雇用保険法（昭和

４９年法律第１１６号）第５条第１項に規定する適用事業とみなしたならば雇用保険法等の一部を

改正する法律（平成２８年法律第１７号）第２条の規定による改正前の雇用保険法第６条第１号に

掲げる者に該当するものにつき、第１条の規定による改正後の大和高田市職員の退職手当に関する

条例（以下「新条例」という。）第１１条第５項又は第６項の勤続期間を計算する場合における大

和高田市職員の退職手当に関する条例第８条の規定の適用については、同条第１項中「在職期間」

とあるのは「在職期間（雇用保険法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１７号）の施行の

日（以下この項及び次項において「雇用保険法改正法施行日」という。）前の在職期間を有する者

にあっては、雇用保険法改正法施行日以後の職員としての引き続いた在職期間）」と、同条第２項

中「月数」とあるのは「月数（雇用保険法改正法施行日前の在職期間を有する者にあっては、雇用

保険法改正法施行日の属する月から退職した日の属する月までの月数（退職した日が雇用保険法改

正法施行日前である場合にあっては、０））」とする。 

３ 新条例第１１条第１１項（第６号に係る部分に限り、同条第１５項において準用する場合を含む。）

の規定は、退職職員であって求職活動に伴いこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後

に同項第６号に規定する行為（当該行為に関し、この条例による改正前の大和高田市職員の退職手

当に関する条例（以下この項及び第５項において「旧条例」という。）第１１条第１１項第６号に

掲げる広域求職活動費に相当する退職手当が支給されている場合における当該行為を除く。）をし

たもの（施行日前１年以内に旧条例第１１条第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を受け

ることができる者となった者であって施行日以後に新条例第１１条第５項から第８項までの規定

による退職手当の支給を受けることができる者となっていないものを除く。）について適用し、退

職職員であって施行日前に公共職業安定所の紹介により広範囲の地域にわたる求職活動をしたも

のに対する広域求職活動費に相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。 

４ 新条例第１１条第１５項において準用する同条第１１項（第４号に係る部分に限る。）の規定は、
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退職職員であって施行日以後に職業に就いたものについて適用し、退職職員であって施行日前に職

業に就いたものに対する新条例第１１条第１１項第４号に掲げる就業促進手当に相当する退職手

当の支給については、なお従前の例による。 

５ 施行日前に旧条例第１１条第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を受けることができる

者となった者（施行日以後に新条例第１１条第５項から第８項までの規定による退職手当の支給を

受けることができる者となった者を除く。）に対する新条例第１１条第１１項第５号に掲げる移転

費に相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。 

 

条例第４１号 

大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 

（大和高田市税賦課徴収条例の一部改正） 

第１条 大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第９条の見出し中「又は」を「、又は」に改め、同条中「及び第２号」を「、第２号及び第５号」

に、「当該各号」を「第１号から第４号まで」に改め、「掲げる期間」の次に「並びに第５号及び第

６号に定める日までの期間」を加え、同条第２号中「第４０条第１項の申告書（法第３２１条の８

第１項、第２項、第４項又は第１９項の規定による申告書に限る。）、」を削り、同条第３号中「第

４０条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除く。）、」を削り、同

条に次の２号を加える。 

（５） 第４０条第１項の申告書（法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第１９項の規定

による申告書に限る。）に係る税額（次号に掲げるものを除く。） 当該税額に係る納期限の翌日

から１月を経過する日 

（６） 第４０条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除く。）で

その提出期限後に提出したものに限る税額 当該提出した日又はその翌日から１月を経過する

日 

第３５条の見出し中「賦課後」を「賦課額」に改め、同条第１項中「規定によって」を「規定に

より」に、「においては」を「には」に、「次項」を「この条」に、「総称する」を「いう」に改め、

同条第２項中「次項」の次に「及び第４項」を加え、同条第３項中「変更し」を「変更し、」に、「か

ら第１項」を「から同項」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 第２項の場合において、所得税の納税義務者が修正申告書を提出し、又は国の税務官署が所得

税の更正（納付すべき税額を増加させるものに限り、これに類するものを含む。以下この項にお

いて「増額更正」という。）をしたとき（国の税務官署が所得税の更正（納付すべき税額を減少

させるものに限り、これに類するものを含む。以下この項において「減額更正」という。）をし

たことに基因して、第１項の規定によりその賦課した税額が減少した後に、その賦課した税額が

増加したときに限る。）は、その追徴すべき不足税額（当該減額更正前に賦課した税額から当該

減額更正に基因して変更した税額を控除した金額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達す

るまでの部分に相当する税額に限る。以下この項において同じ。）については、次に掲げる期間

（令第４８条の９の９第４項各号に掲げる市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。）を

延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

（１） 第３２条の各納期限の翌日から当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書

が発せられた日までの期間 

（２） 当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せられた日（当該減額更正

が更正の請求に基づくものである場合には、同日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌
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日から増額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せられた日までの期間 

第４０条第３項及び第４項中「の申告書」を「に規定する申告書」に、「場合で」を「場合にお

いて、」に改め、第６項を第７項とし、第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 第３項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下この項において「修

正申告書」という。）の提出があったとき（当該修正申告書に係る市民税について同条第１項、

第２項、第４項又は第１９項に規定する申告書（以下この項において「当初申告書」という。）

が提出されており、かつ、当該当初申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正（これ

に類するものを含む。以下この項において「減額更正」という。）があった後に、当該修正申告

書が提出されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出により納付すべき税額（当該当初申告

書に係る税額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限る。）

については、次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人が法第３２１条

の１１第１項又は第３項の規定による更正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係

る市民税又は令第４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる期間に

限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

（１） 当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が当該申告に係

る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）の翌日から当該減額更正の通知をした

日までの期間 

（２） 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求に基づくもの（法人税に係

る更正によるものを除く。）である場合又は法人税に係る更正（法人税に係る更正の請求に基

づくものに限る。）によるものである場合には、当該減額更正の通知をした日の翌日から起算

して１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書を提出した日（法第３２１条の８第２３項

の規定の適用がある場合において、当該修正申告書がその提出期限前に提出されたときは、当

該修正申告書の提出期限）までの期間 

第４１条第２項中「についても」を「がある場合には、」に、「によるものとする。なお」を「と

し、」に、「ときは」を「場合には」に改め、同条第３項中「の申告書」を「に規定する申告書」

に、「場合にあっては」を「場合には」に改め、「受けたこと」の次に「。次項第２号において同

じ。」を加え、同条に次の１項を加える。 

４ 第２項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下この項において「修

正申告書」という。）の提出があったとき（当該修正申告書に係る市民税について同条第１項、

第２項、第４項又は第１９項に規定する申告書（以下この項において「当初申告書」という。）

が提出されており、かつ、当該当初申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正（これ

に類するものを含む。以下この項において「減額更正」という。）があった後に、当該修正申告

書が提出されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出により納付すべき税額（当該当初申告

書に係る税額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限る。）

については、次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法人が提出した修正

申告書に係る市民税又は令第４８条の１５の５第３項に規定する市民税にあっては、第１号に掲

げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

（１） 当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が当該申告に係

る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）の翌日から当該減額更正の通知をした

日までの期間 

（２） 当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求に基づくもの（法人税に係

る更正によるものを除く。）である場合又は法人税に係る更正（法人税に係る更正の請求に基

づくものに限る。）によるものである場合には、当該減額更正の通知をした日の翌日から起算

して１年を経過する日）の翌日から当該修正申告書に係る更正の通知をした日までの期間 

附則第１８条の１１の次に次の１条を加える。 
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（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１８条の１１の２ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号。以下「外国居住者等

所得相互免除法」という。）第８条第２項に規定する特例適用利子等、外国居住者等所得相互免

除法第１２条第５項に規定する特例適用利子等又は外国居住者等所得相互免除法第１６条第２

項に規定する特例適用利子等については、第１７条及び第２０条の規定にかかわらず、他の所得

と区分し、その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８条第２項（外国居住者等所得相互免除

法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用利子

等の額（以下この項において「特例適用利子等の額」という。）に対し、特例適用利子等の額（次

項第１号の規定により読み替えられた第１９条の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）に１００分の３の税率を乗じて計算した金額に相当する市民税の所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

（１） 第１９条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総所得金額、

附則第１８条の１１の２第１項に規定する特例適用利子等の額」とする。 

（２） 第２３条から第２４条まで、第２４条の２第１項並びに附則第７条第１項、第７条の３

第１項及び第７条の３の２第１項の規定の適用については、第２３条中「所得割の額」とある

のは「所得割の額及び附則第１８条の１１の２第１項の規定による市民税の所得割の額」と、

第２３条の２第１項前段、第２４条、第２４条の２第１項並びに附則第７条第１項、第７条の

３第１項及び第７条の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１

８条の１１の２第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第２３条の２第１項後段中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１８条の１１の２第１項の規定による市民税の

所得割の額の合計額」とする。 

（３） 第２５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は附則第１８条の１１の２第１項に規定する特例適用利子等の額」と、「若し

くは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額若しくは外国居住者等の所得に対する

相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第７条第１０

項（同法第１１条第８項及び第１５条第１４項において準用する場合を含む。）に規定する特

定対象利子に係る利子所得の金額、同法第７条第１２項（同法第１１条第９項及び第１５条第

１５項において準用する場合を含む。）に規定する特定対象収益分配に係る配当所得の金額、

同法第７条第１６項（同法第１１条第１１項及び第１５条第１７項において準用する場合を含

む。）に規定する特定対象懸賞金等に係る一時所得の金額若しくは同法第７条第１８項（同法

第１１条第１２項及び第１５条第１８項において準用する場合を含む。）に規定する特定対象

給付補塡金等に係る雑所得等の金額」とする。 

（４） 附則第５条の４の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第１８条の１１の２第１項に規定する特例適用利子等の額」と、同条第

２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１８条の１１の２第１項の規定に

よる市民税の所得割の額」とする。 

３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等所得相互免除法第８条第４項に規定す

る特例適用配当等、外国居住者等所得相互免除法第１２条第６項に規定する特例適用配当等又は

外国居住者等所得相互免除法第１６条第３項に規定する特例適用配当等（次項において「特例適

用配当等」という。）については、第１７条第３項及び第４項の規定は適用しない。この場合に

おいて、当該特例適用配当等については、同条及び第２０条の規定にかかわらず、他の所得と区

分し、その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８条第４項（外国居住者等所得相互免除法第

１２条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の

額（以下この項において「特例適用配当等の額」という。）に対し、特例適用配当等の額（第５
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項第１号の規定により読み替えられた第１９条の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）に１００分の３の税率を乗じて計算した金額に相当する市民税の所得割を課する。 

４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の

第２７条第１項の規定による申告書（その提出期限までに提出されたもの及びその提出期限後に

おいて市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたものに限り、その時までに提出され

た第２８条第１項に規定する確定申告書を含む。）に前項後段の規定の適用を受けようとする旨

の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市

長が認めるときを含む。）に限り、適用する。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

（１） 第１９条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総所得金額、

附則第１８条の１１の２第３項後段に規定する特例適用配当等の額」とする。 

（２） 第２３条から第２４条まで、第２４条の２第１項並びに附則第７条第１項、第７条の３

第１項及び第７条の３の２第１項の規定の適用については、第２３条中「所得割の額」とある

のは「所得割の額及び附則第１８条の１１の２第３項後段の規定による市民税の所得割の額」

と、第２３条の２第１項前段、第２４条、第２４条の２第１項並びに附則第７条第１項、第７

条の３第１項及び第７条の３の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第１８条の１１の２第３項後段の規定による市民税の所得割の額」と、第２３条の２第１項後

段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１８条の１１の２第３項後段の規定に

よる市民税の所得割の額の合計額」とする。 

（３） 第２５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は附則第１８条の１１の２第３項後段に規定する特例適用配当等の額」と、

「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額若しくは外国居住者等の所得に

対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第７条

第１４項（同法第１１条第１０項及び第１５条第１６項において準用する場合を含む。）に規

定する申告不要特定対象配当等に係る利子所得の金額若しくは配当所得の金額」とする。 

（４） 附則第５条の４の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第１８条の１１の２第３項後段に規定する特例適用配当等の額」と、同

条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１８条の１１の２第３項後段

の規定による市民税の所得割の額」とする。 

附則第１８条の１２第１項中「同法」を「租税条約等実施特例法」に改め、同条第２項第２号中

「、附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「並びに附則第

７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項」に改め、同項第３号中「租税条約等実

施特例法」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和４４年法律第４６号）」に、「特定給付補てん金等に係る雑所得等の金額」を「特定給付補塡金

等に係る雑所得等の金額」に改め、同条第３項中「第１７条及び」を「同条及び」に、「同法」を

「租税条約等実施特例法」に改め、同条第５項第１号中「附則第１８条の１２第３項」を「附則第

１８条の１２第３項後段」に改め、同項第２号中「、附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及

び附則第７条の３の２第１項」を「並びに附則第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の

２第１項」に、「附則第１８条の１２第３項」を「附則第１８条の１２第３項後段」に改め、「、

第２４条の２第１項中「第１７条第４項」とあるのは「附則第１８条の１２第４項」と」を削り、

同項第３号中「附則第１８条の１２第３項」を「附則第１８条の１２第３項後段」に、「租税条約

等実施特例法」を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和４４年法律第４６号）」に、「又は配当所得」を「若しくは配当所得」に改め、同項第４

号中「附則第１８条の１２第３項」を「附則第１８条の１２第３項後段」に改め、同条第６項中「附

則第１８条の１２第３項」を「附則第１８条の１２第３項前段」に改める。 
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（大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２５年条例第２６号）の一部を次の

ように改正する。 

附則第１８条の８から第１８条の１１までの改正規定を次のように改める。 

附則第１８条の７から第１８条の１１までを次のように改める。 

第１８条の７から第１８条の１１まで 削除 

附則第１条第２号中「第１８条の８」を「第１８条の７」に改める。 

（大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第２８号）の一部を次の

ように改正する。 

附則第６条第７項中「、新条例」を「、大和高田市税賦課徴収条例」に、「掲げる新条例」を「掲

げる同条例」に改め、同項の表第９条第３号の項中「第４０条第１項の申告書（法第３２１条の８

第２２項及び第２３項の申告書を除く。）、」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２９年１月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の日から施

行する。 

（経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の大和高田市税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）第３５条

第４項の規定は、前条本文に掲げる規定の施行の日以後に新条例第３５条第２項に規定する納期限

が到来する個人の市民税に係る延滞金について適用する。 

２ 新条例第４０条第５項及び第４１条第４項の規定は、前条本文に掲げる規定の施行の日以後に新

条例第４０条第３項又は第４１条第２項に規定する納期限が到来する法人の市民税に係る延滞金

について適用する。 

３ 新条例附則第１８条の１１の２の規定は、前条本文に掲げる規定の施行の日以後に支払を受ける

べき外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法

律第１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適用

利子等若しくは同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等又は同法第８条第４項に規定する

特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等若しくは同法第１６条第３項に規

定する特例適用配当等に係る個人の市民税について適用する。 

 

条例第４２号 

大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

大和高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項ただし書中「５２万円」を「５４万円」に改め、同条第３項ただし書中「１７万円」

を「１９万円」に改める。 

第２１条中「５２万円」を「５４万円」に、「１７万円」を「１９万円」に改める。 

附則第８項の前の見出し並びに同項及び第９項並びに附則第１０項の前の見出し並びに同項及び

第１１項を削り、附則中第１２項を第８項とし、第１３項を削り、第１４項を第９項とし、同項の次

に次の２項を加える。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 
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１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が外国居住

者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４

号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適用利子等又

は同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所

得及び雑所得を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２１条の規定の適用について

は、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所得金額並びに

外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律

第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合を含

む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第２１条において「特例適用利子等の額」

という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、第２１条中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

 （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が外国居住

者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定する特

例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第１６条第３項に規定す

る特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第３条、第６条、

第８条及び第２１条の規定の適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等

の非課税等に関する法律第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１６条第３項において準用す

る場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この条及び第２１条において「特例適用

配当等の額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」

とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第２１条中「山林

所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額」とする。 

附則中第１５項を第１２項とし、第１６項を第１３項とし、第１７項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、附則第８項の前の見出し並びに同項及

び第９項並びに附則第１０項の前の見出し並びに同項及び第１１項を削り、附則中第１２項を第８

項とし、第１３項を削り、第１４項を第９項とし、同項の次に次の２項を加える改正規定及び附則

中第１５項を第１２項とし、第１６項を第１３項とし、第１７項を削る改正規定は、同年１月１日

から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の大和高田市国民健康保険税条例附則第１０項及び第１１項の規定は、平成２９年１月１

日以後に支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関

する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第

５項に規定する特例適用利子等若しくは同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等又は同法

第８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等若しくは

同法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係る国民健康保険税について適用する。 

３ 改正後の大和高田市国民健康保険税条例第２条及び第２１条の規定は、平成２９年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し、平成２８年度分までの国民健康保険税については、なお従前

の例による。 
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条例第４３号 

大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部を

改正する条例 

大和高田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

目次中 

「  第４節 運営に関する基準（第５０条―第５９条） 

第４章 認知症対応型通所介護」を 

「  第４節 運営に関する基準（第５０条―第５９条） 

第３章の２ 地域密着型通所介護 

第１節 基本方針（第５９条の２） 

第２節 人員に関する基準（第５９条の３・第５９条の４） 

第３節 設備に関する基準（第５９条の５） 

第４節 運営に関する基準（第５９条の６―第５９条の２０） 

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に関する基準  

第１款 この節の趣旨及び基本方針（第５９条の２１・第５９条の２２） 

第２款 人員に関する基準（第５９条の２３・第５９条の２４） 

第３款 設備に関する基準（第５９条の２５・第５９条の２６） 

第４款 運営に関する基準（第５９条の２７―第５９条の３８） 

第４章 認知症対応型通所介護」に改める。 

第１４条中「及び第６７条」を「、第５９条の６、第５９条の２８及び第５９条の２９」に改める。 

第３０条第２項及び第５４条第２項中「この章」を「この節」に改める。 

第３章の次に次の１章を加える。 

第３章の２ 地域密着型通所介護 

第１節 基本方針 

（基本方針） 

第５９条の２ 指定地域密着型サービスに該当する地域密着型通所介護（以下「指定地域密着型通所

介護」という。）の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居

宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は

向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の

解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなけ

ればならない。 

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第５９条の３ 指定地域密着型通所介護の事業を行う者（以下「指定地域密着型通所介護事業者」と

いう。）が当該事業を行う事業所（以下「指定地域密着型通所介護事業所」という。）ごとに置くべ

き従業者（以下この節から第４節までにおいて「地域密着型通所介護従業者」という。）の員数は、

次のとおりとする。 

（１） 生活相談員 指定地域密着型通所介護の提供日ごとに、当該指定地域密着型通所介護を提

供している時間帯に生活相談員（専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）

が勤務している時間数の合計数を当該指定地域密着型通所介護を提供している時間帯の時間数
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で除して得た数が１以上確保されるために必要と認められる数 

（２） 看護師又は准看護師（以下この章において「看護職員」という。） 指定地域密着型通所

介護の単位ごとに、専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる看護職員が１以上確保され

るために必要と認められる数 

（３） 介護職員 指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当該指定地域密着型通所介護を提供し

ている時間帯に介護職員（専ら当該指定地域密着型通所介護の提供に当たる者に限る。）が勤務

している時間数の合計数を当該指定地域密着型通所介護を提供している時間数（次項において

「提供単位時間数」という。）で除して得た数が利用者（当該指定地域密着型通所介護事業者が

法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第一号通所事業（地域における医療及び介護の総

合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）第５条

による改正前の法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護に相当するものとして市が定

めるものに限る。）に係る指定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介護の事

業と当該第一号通所事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当

該事業所における指定地域密着型通所介護又は当該第一号通所事業の利用者。以下この節及び次

節において同じ。）の数が１５人までの場合にあっては１以上、１５人を超える場合にあっては

１５人を超える部分の数を５で除して得た数に１を加えた数以上確保されるために必要と認め

られる数 

（４） 機能訓練指導員 １以上 

２ 当該指定地域密着型通所介護事業所の利用定員（当該指定地域密着型通所介護事業所において同

時に指定地域密着型通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。以下この節か

ら第４節までにおいて同じ。）が１０人以下である場合にあっては、前項の規定にかかわらず、看

護職員及び介護職員の員数を、指定地域密着型通所介護の単位ごとに、当該指定地域密着型通所介

護を提供している時間帯に看護職員又は介護職員（いずれも専ら当該指定地域密着型通所介護の提

供に当たる者に限る。）が勤務している時間数の合計数を提供単位時間数で除して得た数が１以上

確保されるために必要と認められる数とすることができる。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の単位ごとに、第１項第３号の介護

職員（前項の適用を受ける場合にあっては、同項の看護職員又は介護職員。次項及び第７項におい

て同じ。）を、常時１人以上当該指定地域密着型通所介護に従事させなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、介護職員は、利用者の処遇に支障がない場合は、他の指

定地域密着型通所介護の単位の介護職員として従事することができるものとする。 

５ 前各項の指定地域密着型通所介護の単位は、指定地域密着型通所介護であってその提供が同時に

１又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいう。 

６ 第１項第４号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練

を行う能力を有する者とし、当該指定地域密着型通所介護事業所の他の職務に従事することができ

るものとする。 

７ 第１項の生活相談員又は介護職員のうち１人以上は、常勤でなければならない。 

８ 指定地域密着型通所介護事業者が第１項第３号に規定する第一号通所事業に係る指定事業者の指

定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介護の事業と当該第一号通所事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合については、市の定める当該第一号通所事業の人員に関する基

準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

（管理者） 

第５９条の４ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ごとに専らその職

務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定地域密着型通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該指定地域密着型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内

にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 
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第３節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第５９条の５ 指定地域密着型通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室を

有するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに指定地域密着型通所介護の提供

に必要なその他の設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりとする。 

（１） 食堂及び機能訓練室 

ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積は、３平

方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること。 

イ アにかかわらず、食堂及び機能訓練室は、食事の提供の際にはその提供に支障がない広さを

確保でき、かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さを確保できる場合にあって

は、同一の場所とすることができる。 

（２） 相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮されていること。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定地域密着型通所介護の事業の用に供するものでなければな

らない。ただし、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供に支障がない場合は、この限りで

ない。 

４ 前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び

深夜に指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内

容を当該サービスの提供の開始前に市長に届け出るものとする。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者が第５９条の３第１項第３号に規定する第一号通所事業に係る指

定事業者の指定を併せて受け、かつ、指定地域密着型通所介護の事業と当該第一号通所事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合については、市の定める当該第一号通所事業の設

備に関する基準を満たすことをもって、第１項から第３項までに規定する基準を満たしているもの

とみなすことができる。 

第４節 運営に関する基準 

（心身の状況等の把握） 

第５９条の６ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、利

用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状

況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めな

ければならない。 

（利用料等の受領） 

第５９条の７ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定地域密着型

通所介護を提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定地域密着型通所介護に

係る地域密着型介護サービス費用基準額から当該指定地域密着型通所介護事業者に支払われる地

域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定地域密着型通所介護

を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定地域密着型通所介護に係る地域密

着型介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額

の支払を利用者から受けることができる。 

（１） 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎

に要する費用 

（２） 指定地域密着型通所介護に通常要する時間を超える指定地域密着型通所介護であって利用

者の選定に係るものの提供に伴い必要となる費用の範囲内において、通常の指定地域密着型通所

介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額を超える費用 
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（３） 食事の提供に要する費用 

（４） おむつ代 

（５） 前各号に掲げるもののほか、指定地域密着型通所介護の提供において提供される便宜のう

ち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させること

が適当と認められる費用 

４ 前項第３号に掲げる費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、第３項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あら

かじめ利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同

意を得なければならない。 

（指定地域密着型通所介護の基本取扱方針） 

第５９条の８ 指定地域密着型通所介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、

その目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、自らその提供する指定地域密着型通所介護の質の評価を行い、

常にその改善を図らなければならない。 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） 

第５９条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

（１） 指定地域密着型通所介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよ

う、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切

に行うものとする。 

（２） 指定地域密着型通所介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を

持って日常生活を送ることができるよう配慮して行うものとする。 

（３） 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定する地域密着型通所介護

計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営

むことができるよう必要な援助を行うものとする。 

（４） 地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に

行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすい

ように説明を行うものとする。 

（５） 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術

をもってサービスの提供を行うものとする。 

（６） 指定地域密着型通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援

助等の生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供する。特に、

認知症（法第５条の２に規定する認知症をいう。以下同じ。）である要介護者に対しては、必要

に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を整えるものとする。 

（地域密着型通所介護計画の作成） 

第５９条の１０ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置

かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内

容等を記載した地域密着型通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 地域密着型通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス

計画の内容に沿って作成しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画の作成に当たっては、その

内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、地域密着型通所介護計画を作成した際には、当該地

域密着型通所介護計画を利用者に交付しなければならない。 

５ 地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者について、地域密着型通所介護計画に従ったサ

ービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行う。 
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（管理者の責務） 

第５９条の１１ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密着型通所介護事業所の

従業者の管理及び指定地域密着型通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その

他の管理を一元的に行うものとする。 

２ 指定地域密着型通所介護事業所の管理者は、当該指定地域密着型通所介護事業所の従業者にこの

節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第５９条の１２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ごとに、次に掲

げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

（１） 事業の目的及び運営の方針 

（２） 従業者の職種、員数及び職務の内容 

（３） 営業日及び営業時間 

（４） 指定地域密着型通所介護の利用定員 

（５） 指定地域密着型通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

（６） 通常の事業の実施地域 

（７） サービス利用に当たっての留意事項 

（８） 緊急時等における対応方法 

（９） 非常災害対策 

（１０） その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保等） 

第５９条の１３ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対し適切な指定地域密着型通所介護を

提供できるよう、指定地域密着型通所介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければ

ならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所ごとに、当該指定地域密着型

通所介護事業所の従業者によって指定地域密着型通所介護を提供しなければならない。ただし、利

用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、地域密着型通所介護従業者の資質の向上のために、その研修

の機会を確保しなければならない。 

（定員の遵守） 

第５９条の１４ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用定員を超えて指定地域密着型通所介護の提

供を行ってはならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りではない。 

（非常災害対策） 

第５９条の１５ 指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害

時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期

的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 

（衛生管理等） 

第５９条の１６ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は

飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、当該指定地域密着型通所介護事業所において感染症が発生し、

又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（地域との連携等） 

第５９条の１７ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、

利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市の職員又は当該指定地域密着型通所介護事業所が所

在する区域を管轄する法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターの職員、地域密

着型通所介護について知見を有する者等により構成される協議会（以下この項において「運営推進
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会議」という。）を設置し、おおむね６月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運

営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設け

なければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成する

とともに、当該記録を公表しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活

動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定地域密着型通所

介護に関する利用者からの苦情に関して、市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市

が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所の所在する建物と同一の建物

に居住する利用者に対して指定地域密着型通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用

者以外の者に対しても指定地域密着型通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 

（事故発生時の対応） 

第５９条の１８ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供

により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者

等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録

しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供により賠償す

べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、第５９条の５第４項の指定地域密着型通所介護以外のサービ

スの提供により事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

（記録の整備） 

第５９条の１９ 指定地域密着型通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を

整備しておかなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供に関する次に

掲げる記録を整備しておかなければならない。 

（１） 地域密着型通所介護計画 

（２） 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

（３） 次条において準用する第２８条に規定する市への通知に係る記録 

（４） 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（５） 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

（６） 第５９条の１７第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、次の各号に掲げる記録の区分に応じ、その記録を当該各号に

定める期間保存しなければならない。 

（１） 地域密着型介護サービス費又は特例地域密着型介護サービス費の額の算定の基礎となる記

録であって、市長が別に定めるもの 指定地域密着型通所介護を提供した日から５年間 

（２） 前項各号に掲げる記録のうち、前号に掲げるもの以外のもの その完結の日から２年間 

（準用） 

第５９条の２０ 第９条から第１３条まで、第１５条から第１８条まで、第２０条、第２２条、第２

８条、第３４条から第３８条まで、第４１条及び第５３条の規定は、指定地域密着型通所介護の事

業について準用する。この場合において、第９条第１項中「第３１条に規定する運営規程」とある
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のは「第５９条の１２に規定する重要事項に関する規程」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」と、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」と読み替えるものとする。 

第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に関する基準 

第１款 この節の趣旨及び基本方針 

（この節の趣旨） 

第５９条の２１ 第１節から第４節までの規定にかかわらず、指定療養通所介護（指定地域密着型通

所介護であって、難病等を有する重度要介護者又はがん末期の者であって、サービス提供に当たり

常時看護師による観察が必要なものを対象者とし、第５９条の３１に規定する療養通所介護計画に

基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うものをいう。

以下同じ。）の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に関する基準については、この節に定め

るところによる。 

（基本方針） 

第５９条の２２ 指定療養通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可

能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活

機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の

社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を

図るものでなければならない。 

２ 指定療養通所介護の事業を行う者（以下「指定療養通所介護事業者」という。）は、指定療養通所

介護の提供に当たっては、利用者の主治の医師及び当該利用者の利用している訪問看護事業者（指

定訪問看護事業者又は健康保険法（大正１１年法律第７０号）第８８条第１項に規定する指定訪問

看護事業者をいう。以下この節において同じ。）等との密接な連携に努めなければならない。 

第２款 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第５９条の２３ 指定療養通所介護事業者が当該事業を行う事業所（以下「指定療養通所介護事業所」

という。）ごとに置くべき指定療養通所介護の提供に当たる看護職員又は介護職員（以下この節に

おいて「療養通所介護従業者」という。）の員数は、利用者の数が１．５に対し、提供時間帯を通

じて専ら当該指定療養通所介護の提供に当たる療養通所介護従業者が１以上確保されるために必

要と認められる数以上とする。 

２ 前項の療養通所介護従業者のうち１人以上は、常勤の看護師であって専ら指定療養通所介護の職

務に従事する者でなければならない。 

（管理者） 

第５９条の２４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに専らその職務に従事す

る常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定療養通所介護事業所の管理上支障がない場

合は、当該指定療養通所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、看護師でなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、適切な指定療養通所介護を行うために必要な知識及び技能

を有する者でなければならない。 

第３款 設備に関する基準 

（利用定員） 

第５９条の２５ 指定療養通所介護事業所は、その利用定員（当該指定療養通所介護事業所において

同時に指定療養通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。以下この節におい

て同じ。）を９人以下とする。 

（設備及び備品等） 
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第５９条の２６ 指定療養通所介護事業所は、指定療養通所介護を行うのにふさわしい専用の部屋を

有するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに指定療養通所介護の提供に必要

な設備及び備品等を備えなければならない。 

２ 前項に掲げる専用の部屋の面積は、６．４平方メートルに利用定員を乗じた面積以上とする。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定療養通所介護の事業の用に供するものでなければならない。

ただし、利用者に対する指定療養通所介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 前項ただし書の場合（指定療養通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に

療養通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービス

の提供の開始前に市長に届け出るものとする。 

第４款 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第５９条の２７ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の開始に際し、あらかじめ利

用申込者又はその家族に対し、第５９条の３４に規定する重要事項に関する規程の概要、療養通所

介護従業者の勤務の体制、第５９条の３２第１項に規定する利用者ごとに定めた緊急時等の対応策、

主治の医師及び第５９条の３５第１項に規定する緊急時対応医療機関との連絡体制並びにその他

の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行

い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

２ 第９条第２項から第６項までの規定は、前項の規定による文書の交付について準用する。 

（心身の状況等の把握） 

第５９条の２８ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供に当たっては、利用者に係る

指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置

かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければなら

ない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、体調の変化等に応じた適切なサービスを提供できるよう、特に利用

者の主治の医師及び当該利用者が利用する訪問看護事業者等との密接な連携を図り、利用者の心身

の状況等の把握に努めなければならない。 

（指定居宅介護支援事業者等との連携） 

第５９条の２９ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護を提供するに当たっては、指定居宅

介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めな

ければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供の適否について、主治の医

師を含めたサービス担当者会議において検討するため、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業に

対して必要な情報を提供するように努めなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対して、居宅サービス計画

の作成及び変更等に必要な情報を提供するように努めなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に

対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者に対する情報の提供

及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

（指定療養通所介護の具体的取扱方針） 

第５９条の３０ 指定療養通所介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

（１） 指定療養通所介護の提供に当たっては、次条第１項に規定する療養通所介護計画に基づき、

利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行うものとする。 

（２） 療養通所介護従業者は、指定療養通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨

とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を

行うものとする。 
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（３） 指定療養通所介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもっ

てサービスの提供を行うものとする。 

（４） 指定療養通所介護事業者は、利用者の体調の変化等に応じた適切なサービスを提供できる

よう、利用者の主治の医師や当該利用者の利用する訪問看護事業者等との密接な連携を図り、サ

ービスの提供方法及び手順等についての情報の共有を十分に図るものとする。 

（５） 指定療養通所介護事業者は、常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の

生活指導、機能訓練その他必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供するものとする。 

（療養通所介護計画の作成） 

第５９条の３１ 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれて

いる環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を

記載した療養通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 療養通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計画の

内容に沿って作成しなければならない。 

３ 療養通所介護計画は、既に訪問看護計画書（指定居宅サービス等基準第７０条第１項に規定する

訪問看護計画書又は指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準（平成１２年厚生省令第８０

号）第１７条第１項に規定する訪問看護計画書をいう。以下この節において同じ。）が作成されて

いる場合は、当該訪問看護計画書の内容との整合を図りつつ、作成しなければならない。 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画の作成に当たっては、その内容について

利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、療養通所介護計画を作成した際には、当該療養通所介護計

画を利用者に交付しなければならない。 

６ 療養通所介護従業者は、それぞれの利用者について、療養通所介護計画に従ったサービスの実施

状況及び目標の達成状況の記録を行う。 

（緊急時等の対応） 

第５９条の３２ 指定療養通所介護事業者は、現に指定療養通所介護の提供を行っているときに利用

者の病状の急変が生じた場合等に備え、主治の医師とともに、その場合の対応策（以下この節にお

いて「緊急時等の対応策」という。）について利用者ごとに検討し、緊急時等の対応策をあらかじ

め定めておかなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、緊急時等の対応策について、利用者及びその家族に対して十分に説

明し、利用者及びその家族が安心してサービスを利用できるよう配慮しなければならない。 

３ 療養通所介護従業者は、現に指定療養通所介護の提供を行っているときに利用者の病状の急変が

生じた場合その他必要な場合は、緊急時等の対応策に基づき、速やかに主治の医師又は第５９条の

３５第１項に規定する緊急時対応医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならな

い。 

４ 指定療養通所介護事業者は、利用者の主治の医師と密接な連携をとりながら、利用者の状態の変

化に応じて緊急時等の対応策の変更を行うものとする。 

５ 第１項及び第２項の規定は、前項に規定する緊急時等の対応策の変更について準用する。 

（管理者の責務） 

第５９条の３３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護事業所の従業者の管理

及び指定療養通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に

行うものとする。 

２ 指定療養通所介護事業所の管理者は、利用者の体調の変化等に応じた適切なサービスを提供でき

るよう、利用者の主治の医師や当該利用者が利用する訪問看護事業者等との密接な連携を図り、サ

ービスの提供方法及び手順等についての情報の共有を十分に行わなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の提供に適切な環境を整備しなければな
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らない。 

４ 指定療養通所介護事業所の管理者は、指定療養通所介護の利用者個々の療養通所介護計画の作成

に関し、必要な指導及び管理を行わなければならない。 

５ 指定療養通所介護事業所の管理者は、当該指定療養通所介護事業所の従業者にこの款の規定を遵

守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第５９条の３４ 指定療養通所介護事業者は、指定療養通所介護事業所ごとに次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

（１） 事業の目的及び運営の方針 

（２） 従業者の職種、員数及び職務の内容 

（３） 営業日及び営業時間 

（４） 指定療養通所介護の利用定員 

（５） 指定療養通所介護の内容及び利用料その他の費用の額 

（６） 通常の事業の実施地域 

（７） サービス利用に当たっての留意事項 

（８） 非常災害対策 

（９） その他運営に関する重要事項 

（緊急時対応医療機関） 

第５９条の３５ 指定療養通所介護事業者は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ緊急

時対応医療機関を定めておかなければならない。 

２ 緊急時対応医療機関は、指定療養通所介護事業所と同一の敷地内に存し、又は隣接し、若しくは

近接していなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、緊急時において円滑な協力を得るため、当該緊急時対応医療機関と

の間であらかじめ必要な事項を取り決めておかなければならない。 

（安全・サービス提供管理委員会の設置） 

第５９条の３６ 指定療養通所介護事業者は、安全かつ適切なサービスの提供を確保するため、地域

の医療関係団体に属する者、地域の保健、医療又は福祉の分野を専門とする者その他指定療養通所

介護の安全かつ適切なサービスの提供を確保するために必要と認められる者から構成される安

全・サービス提供管理委員会（次項において「委員会」という。）を設置しなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、おおむね６月に１回以上委員会を開催することとし、事故事例等、

安全管理に必要なデータの収集を行うとともに、当該データ等を踏まえ、指定療養通所介護事業所

における安全かつ適切なサービスの提供を確保するための方策の検討を行い、当該検討の結果につ

いての記録を作成しなければならない。 

３ 指定療養通所介護事業者は、前項の検討の結果を踏まえ、必要に応じて対策を講じなければなら

ない。 

（記録の整備） 

第５９条の３７ 指定療養通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備し

ておかなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備しておかなければならない。 

（１） 療養通所介護計画 

（２） 前条第２項に規定する検討の結果についての記録 

（３） 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記

録 

（４） 次条において準用する第２８条に規定する市への通知に係る記録 
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（５） 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

（６） 次条において準用する第５９条の１８第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

（７） 次条において準用する第５９条の１７第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録 

３ 指定療養通所介護事業者は、次の各号に掲げる記録の区分に応じ、その記録を当該各号に定める

期間保存しなければならない。 

（１） 地域密着型介護サービス費又は特例地域密着型介護サービス費の額の算定の基礎となる記

録であって、市長が別に定めるもの 指定地域密着型通所介護を提供した日から５年間 

（２） 前項各号に掲げる記録のうち、前号に掲げるもの以外のもの その完結の日から２年間 

（準用） 

第５９条の３８ 第１０条から第１３条まで、第１６条から第１８条まで、第２０条、第２２条、第

２８条、第３４条から第３８条まで、第４１条、第５９条の７（第３項第２号を除く。）、第５９条

の８及び第５９条の１３から第５９条の１８までの規定は、指定療養通所介護の事業について準用

する。この場合において、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療

養通所介護従業者」と、第５９条の１３第３項中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「療養

通所介護従業者」と、第５９条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「療養通所介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「１２月」と、同条第

３項中「当たっては」とあるのは「当たっては、利用者の状態に応じて」と、第５９条の１８第４

項中「第５９条の５第４項」とあるのは「第５９条の２６第４項」と読み替えるものとする。 

 第６０条中「（法第５条の２に規定する認知症をいう。以下同じ。）」を削る。 

 第６３条第４項中「当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者に係る指定を行った」を

削る。 

第６７条及び第６８条を次のように改める。 

第６７条及び第６８条 削除 

第６９条第２項中「指定認知症対応型通所介護事業者」の次に「（単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業者及び共用型指定認知症対応型通所介護事業者をいう。以下同じ。）」を加える。 

第７２条を次のように改める。 

第７２条 削除 

第７３条第４号中「第７５条において同じ。」を削る。 

第７４条から第７８条までを次のように改める。 

第７４条から第７８条まで 削除 

第７８条の２を削る。 

第７９条第２項第５号中「前条第２項」を「次条において準用する第５９条の１８第２項」に改め、

同項第６号中「第７８条第２項」を「次条において準用する第５９条の１７第２項」に改める。 

第８０条中「及び第５３条」を「、第５３条、第５９条の６、第５９条の７、第５９条の１１及び

第５９条の１３から第５９条の１８まで」に、「読み替えるものとする」を「、第５９条の１７第１項

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「認知症対応型通所介護について知見

を有する者」と、第５９条の１８第４項中「第５９条の５第４項」とあるのは「第６３条第４項」と

読み替えるものとする」に改める。 

第８２条第６項の表当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の同一敷地内に中欄に掲げる施設等

のいずれかがある場合の項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」の次に「、指定地域

密着型通所介護事業所」を加える。 

第１０７条第２項第８号中「第７８条第２項」を「第５９条の１７第２項」に改める。 

第１０８条中「第７２条、第７４条、第７７条及び第７８条」を「第５９条の１１、第５９条の１

３、第５９条の１６及び第５９条の１７」に、「第７２条第２項」を「第５９条の１１第２項」に、「第
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７４条第３項」を「第５９条の１３第３項」に、「認知症対応型通所介護」を「地域密着型通所介護」

に、「第７８条第１項」を「第５９条の１７第１項」に改める。 

第１２７条第２項第７号中「第７８条第２項」を「第５９条の１７第２項」に改める。 

第１２８条中「第７２条、第７７条、第７８条第１項から第４項まで」を「第５９条の１１、第５

９条の１６、第５９条の１７第１項から第４項まで」に、「第７２条第２項」を「第５９条の１１第２

項」に、「第７８条第１項」を「第５９条の１７第１項」に、「認知症対応型通所介護」を「地域密着

型通所介護」に改める。 

第１４８条第２項第８号中「第７８条第２項」を「第５９条の１７第２項」に改める。 

第１４９条中「第７２条、第７６条、第７７条、第７８条第１項から第４項まで」を「第５９条の

１１、第５９条の１５、第５９条の１６、第５９条の１７第１項から第４項まで」に、「第７２条第２

項」を「第５９条の１１第２項」に、「第７８条第１項」を「第５９条の１７第１項」に、「認知症対

応型通所介護」を「地域密着型通所介護」に改める。 

第１５１条第１３項中「指定短期入所生活介護事業所等」の次に「、指定地域密着型通所介護事業

所」を加える。 

第１７６条第２項第７号中「第７８条第２項」を「第５９条の１７第２項」に改める。 

第１７７条中「第７２条、第７６条及び第７８条第１項から第４項まで」を「第５９条の１１、第

５９条の１５及び第５９条の１７第１項から第４項まで」に、「第７２条第２項」を「第５９条の１１

第２項」に、「第７８条第１項」を「第５９条の１７第１項」に、「認知症対応型通所介護」を「地域

密着型通所介護」に改める。 

第１８９条中「第７２条、第７６条、第７８条第１項から第４項まで」を「第５９条の１１、第５

９条の１５、第５９条の１７第１項から第４項まで」に、「第７２条第２項」を「第５９条の１１第２

項」に、「第７８条第１項」を「第５９条の１７第１項」に、「認知症対応型通所介護」を「地域密着

型通所介護」に改める。 

第２０１条第２項第１０号中「第７８条第２項」を「第５９条の１７第２項」に改める。 

第２０２条中「第７２条、第７４条、第７７条、第７８条」を「第５９条の１１、第５９条の１３、

第５９条の１６、第５９条の１７」に、「「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあり、第７

４条第３項中「認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、

第７８条第１項中「認知症対応型通所介護」を「「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第５９条の１１第２項中「この節」とあるのは「第

９章第４節」と、第５９条の１３中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型

居宅介護従業者」と、第５９条の１７第１項中「地域密着型通所介護」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

条例第４４号 

大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例の一部

を改正する条例 

大和高田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例（平成２４年条例第
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２８号）の一部を次のように改正する。 

第４４条第６項の表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の同一敷地内に中欄に掲げ

る施設等のいずれかがある場合の項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」の次に「、

指定地域密着型通所介護事業所」を加える。 

第８６条中「第３９条」の次に「（第５項を除く。）」を加える。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

条例第４５号 

大和高田市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数を定める条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数を定める条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第８条第２項及び第１

８条第２項の規定に基づき、大和高田市農業委員会の委員（以下「農業委員」という。）及び大和

高田市農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」という。）の定数を定めるものとする。 

（農業委員の定数） 

第２条 農業委員の定数は、１３人とする。 

（推進委員の定数） 

第３条 推進委員の定数は、４人とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（大和高田市農業委員会の選挙による委員の定数条例の廃止） 

２ 大和高田市農業委員会の選挙による委員の定数条例（昭和３２年条例第４２号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第６３号）附則第２９条第２項の

場合においては、本則の規定は適用せず、附則第２項の規定による廃止前の大和高田市農業委員会

の選挙による委員の定数条例の規定は、なおその効力を有する。 

（大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

４ 大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３５年条例第３

５号）の一部を次のように改正する。 

附則第３項中「教育委員会委員、監査委員代表監査委員、監査委員委員」を「教育委員会の委員

及び監査委員」に、「選挙管理委員会委員長、選挙管理委員会委員、公平委員会委員長、公平委員

会委員、農業委員会会長及び農業委員会委員」を「選挙管理委員会の委員（地方自治法第１８９条

第３項の規定により臨時に選挙管理委員会の委員に充てられた補充員（以下この項において「選挙

管理委員会補充員」という。）を除く。）及び公平委員会の委員」に改め、「法令遵守審査会」の

次に「の委員」を加え、「及び個人情報保護審査会の委員」を「の委員、個人情報保護審査会の委

員」に改める。 

別表第１中 

「             

選挙管理委員会 委員長 月額 ６９，０００円 

 委員 月額 ４２，０００円 

 補充員 日額 １５，０００円 
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」を 

「 

選挙管理委員会 委員長 月額 ６９，０００円 

の委員 委員 月額 ４２，０００円 

地方自治法第１８９条第３項の規定に

より臨時に選挙管理委員会の委員に充

てられた補充員 

日額 １５，０００円 

」に、 

「 

監査委員 代表監査委員 月額 １３６，０００円 

 委員 月額 ５３，０００円 

」を 

「 

監査委員 識見を有する者の

うちから選任され

た委員 

月額 １３６，０００円 

 議会議員のうちか

ら選任された委員 

月額 ５３，０００円 

」に、 

「              「 

公平委員会  公平委員会の委員 

   

」を             」に、 

「 

農業委員会 会長 月額 ６３，０００円 

 委員 月額 ５３，０００円 

」を 

「 

農業委員会の委員 会長 月額 ５０，４００円 

 委員 月額 ４２，４００円 

」に、 

「 

期日前投票所の投票立会人 日額 ９，６００円 

」を 

「 

期日前投票所の投票立会人 日額 ９，６００円 

農地利用最適化推進委員 月額 ４２，４００円 

」に、 

「 

情報公開審査会及び個人情報保護審査

会の委員 

日額 １５，０００円 

」を 

「 

情報公開審査会の委員 日額 １５，０００円 

個人情報保護審査会の委員 日額 １５，０００円 

」に改める。 
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条例第４６号 

ＪＲ高田駅東側広場管理条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

ＪＲ高田駅東側広場管理条例 

（設置） 

第１条 ＪＲ高田駅を利用する住民の安全で円滑な交通を確保するとともに、地域における交流を促

進することを目的として、ＪＲ高田駅東側広場（以下「駅前広場」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 駅前広場の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

ＪＲ高田駅東側広場 大和高田市幸町２４番地 

（行為の禁止） 

第３条 何人も、駅前広場においては、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１） 駅前広場の施設又は設備を損傷し、又は汚損するおそれのある行為 

（２） 騒音を発し、又はごみその他の汚物を捨てる行為 

（３） 点字ブロックを塞ぐ行為又は点字ブロックの両端から３０センチメートル以内に障害物を

設置する行為 

（４） 歩行者の通行を妨げる行為 

（５） 前各号に掲げるもののほか、駅前広場の使用及び管理に支障のある行為又は支障を及ぼす

おそれのある行為 

（行為の制限） 

第４条 駅前広場において、次に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可を受けなければならな

い。ただし、大和高田市自転車駐車場条例（平成５年条例第１８号）に規定する施設を除く。 

（１） 飲食物その他の物品を販売すること又はこれらに類する行為 

（２） 広告物、宣伝ビラ等を配布する行為 

（３） 広告物を掲出する行為 

（４） 業として写真又は映画を撮影する行為 

（５） 興行 

（６） 集会、展示会、音楽会その他これらに類する催しにより、広場の全部又は一部を独占して

使用する行為 

（７） 地下埋設物その他工作物を設けて駅前広場を使用する行為 

（８） 前各号に掲げるもののほか、駅前広場の全部又は一部を占用して使用する行為 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、駅前広場の管理上必要があると認めるときは、当該使

用の許可に条件を付すことができる。 

（使用の許可の取消し等） 

第５条 市長は、前条第１項の許可を受けた者（以下「使用者」という。）が次の各号のいずれかに該

当するときは、当該使用の許可を取り消し、使用を停止し、又は使用の許可の条件を変更すること

ができる。 

（１） この条例若しくはこれに基づく規則又は使用の許可に付した条件に違反したとき。 

（２） 虚偽その他不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

（３） 次条の使用料を納付しないとき。 

（４） 管理上又は公益上やむを得ない必要が生じたとき。 
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（使用料） 

第６条 使用者は、別表の左欄に掲げる行為のために駅前広場を使用するときは、同表の右欄に定め

る額の範囲内で規則で定める使用料を前納しなければならない。 

（使用料の減免） 

第７条 市長は、特別の理由があると認めるときは、前条の使用料を減額し、又は免除することがで

きる。 

（使用料の不還付） 

第８条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、その全部

又は一部を還付することができる。 

（原状回復の義務） 

第９条 使用者は、使用期間が満了した場合若しくは使用を廃止した場合又は使用の許可の取消しが

あった場合には、直ちに原状に回復しなければならない。ただし、市長が原状に回復する必要がな

いと認める場合においては、この限りでない。 

（損害賠償の義務） 

第１０条 使用者は、駅前広場を損傷したとき、又は汚損したときは、これを原状に回復し、又はそ

の損害を賠償しなければならない。使用の許可の条件に違反したために生ずる損害についても、同

様とする。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでない。 

２ 市長は、駅前広場において、天災その他本市の責めに帰することのできない理由によって生じた

損害に対しては、賠償の責めを負わない。 

（使用の休止等） 

第１１条 市長は、駅前広場の補修その他必要があると認めるときは、駅前広場の全部又は一部の使

用を休止し、又は制限することができる。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（過料）  

第１３条 第３条又は第４条第１項の規定に違反した者に対しては、５万円以下の過料を科する。 

２ 詐欺その他不正の行為により使用料の徴収を免れた者は、その徴収を免れた金額の５倍に相当す

る金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、５万円）以下の過料を科する。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

別表（第６条関係） 

使用区分 使用料 

第４条第１項第１号、第２号及び第４号から第

６号までに掲げる行為 

使用面積１平方メートルにつき１日 １５円 

第４条第１項第３号及び第７号に掲げる行為 大和高田市道路占用料条例（昭和３１年条例第

７号）に規定する占用料の例による。 

第４条第１項第８号に掲げる行為 前２項に準じて市長が定める額 

備考 

１ 使用料の算出の基礎となる使用面積に１平方メートル未満の端数があるときは、当該端数を切り

上げる。 

２ 使用料の算出の基礎となる使用面積が１平方メートルに満たないときは、当該使用面積を１平方

メートルとみなす。 

３ 使用料を算出する場合において、使用期間が１日に満たないとき、又は当該期間に１日に満たな

い端数があるときは、これを１日として計算する。 
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条例第４７号 

大和高田市駅前広場管理条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市駅前広場管理条例の一部を改正する条例 

大和高田市駅前広場管理条例（平成１９年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

近鉄大和高田駅前広場管理条例 

第１条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 近鉄大和高田駅及び同駅と連絡する交通機関を利用する住民の安全と利便を図るとともに、

同駅前の安全で円滑な交通を確保することを目的として、近鉄大和高田駅前広場（以下「駅前広場」

という。）を設置する。 

第３条第１号中「をすること。」を削り、同条第２号中「こと。」を「行為」に改め、同条第３号を

次のように改める。 

（３） 点字ブロックを塞ぐ行為又は点字ブロックの両端から３０センチメートル以内に障害物を

設置する行為 

第３条第４号及び第５号中「こと。」を「行為」に改め、同条第６号中「をすること。」を削る。 

第４条第１項本文を次のように改める。 

駅前広場において、次に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可を受けなければならない。 

第４条第１項に次の各号を加える。 

（１） 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号に規定する一般旅客自動車運送事

業のために使用する行為 

（２） 広告物、宣伝ビラ等を配布する行為 

（３） 広告物を掲出する行為 

（４） 地下埋設物その他工作物を設けて駅前広場を使用する行為 

（５） 前各号に掲げるもののほか、駅前広場の全部又は一部を占用して使用する行為 

第４条第２項中「保全その他円滑な交通を確保するために必要な」を「管理上必要があると認める

ときは、当該使用の許可に」に改める。 

第５条の見出し中「使用の」の次に「許可の」を加え、同条中「当該」の次に「使用の」を加え、

「使用許可」を「使用の許可」に改め、同条第１号中「又は許可の」を「若しくはこれに基づく規則

又は使用の許可に付した」に改める。 

第６条を次のように改める。 

（使用料） 

第６条 使用者は、別表の左欄に掲げる行為のために駅前広場を使用するときは、同表の右欄に定め

る額の範囲内で規則で定める使用料を納付しなければならない。 

第７条中「公益上その他」を削り、「ときは、」の次に「前条の」を加える。 

第９条中「使用許可」を「使用の許可」に改め、同条ただし書中「ことが不適当」を「必要がない」

に改める。 

第１０条第１項中「許可」を「使用の許可」に改める。 

第１２条の次に次の１条を加える。 

（過料） 

第１３条 第３条又は第４条第１項の規定に違反した者に対しては、５万円以下の過料を科する。 

２ 詐欺その他不正の行為により使用料の徴収を免れた者は、その徴収を免れた金額の５倍に相当す

る金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、５万円）以下の過料を科する。 
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別表を次のように改める。 

別表（第６条関係） 

種別 使用料 

第４条第１項第１号に掲げる行為 バス１台当たり１月につき １２，０００円 

タクシー１台当たり１月につき ５，０００円 

第４条第１項第２号に掲げる行為 使用面積１平方メートルにつき１日 １５円 

第４条第１項第３号及び第４号に掲げる行

為 

大和高田市道路占用料条例（昭和３１年条例第７

号）に規定する占用料の例による。 

第４条第１項第５号に掲げる行為 前２項に準じて市長が定める額 

備考 

１ 使用料の算出の基礎となる使用面積に１平方メートル未満の端数があるときは、当該端数を切

り上げる。 

２ 使用料の算出の基礎となる使用面積が１平方メートルに満たないときは、当該使用面積を１平

方メートルとみなす。 

３ 使用料の額が月額で定められている場合において、使用期間が１月に満たないとき、又は１月

に満たない端数があるときは、これを１月として計算する。 

４ 使用料の額が日額で定められている場合において、使用期間が１日に満たないとき、又は１日

に満たない端数があるときは、これを１日として計算する。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

条例第４８号 

大和高田市公園条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市公園条例の一部を改正する条例 

大和高田市公園条例（昭和３９年条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

第５条中第６号を第８号とし、第５号の次に次の２号を加える。 

（６） たき火その他火気を使用すること。 

（７） 前各号に掲げるもののほか、公園の管理に支障がある行為をすること。 

附 則 

この条例は、平成２９年３月１日から施行する。 

 

条例第４９号 

大和高田市総合公園施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市総合公園施設条例の一部を改正する条例 

大和高田市総合公園施設条例（平成１７年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２号を削り、同条第３号中「１月５日」を「１月３日」に改め、同号を同条第２号とする。 

別表１テニスコートの使用料の項を次のように改める。 

１ テニスコートの使用料 

区分 金額 

砂入り人工芝コート １面 
１時間（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）につ

き４４０円 
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クレイコート １面 
１時間（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）につ

き３００円 

備考 テニスコートの照明設備使用料は、１時間（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）につ

き５１０円とする。 

別表２多目的グラウンドの使用料の項中「当たり」を「（１時間に満たないときは、１時間とみな

す。）につき」に改める。 

別表４屋内プールの使用料の項中「１時間」の次に「（１時間に満たないときは、１時間とみなす。）」

を加える。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表１テニスコートの使用料の項を次のように改

める改正規定は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の大和高田市総合公園施設条例別表１テニスコートの使用料の項の規定は、この条例の公

布の日（以下「公布日」という。）以後に申請した平成２９年４月１日以後のテニスコートの使用

に係る使用料について適用し、公布日前に申請した平成２９年４月１日以後のテニスコートの使用

に係る使用料については、なお従前の例による。 

 

条例第５０号 

大和高田市下水道事業の地方公営企業化に伴う関係条例の整備に関する条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市下水道事業の地方公営企業化に伴う関係条例の整備に関する条例 

（大和高田市水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 大和高田市水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第２２号）の一部を次のように

改正する。 

題名を次のように改める。 

大和高田市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例 

第１条の見出し中「水道事業」の次に「及び下水道事業」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、併せて公共用水域の水質の保全に資するため、

下水道事業を設置する。 

第１条の次に次の１条を加える。 

（法の全部適用） 

第１条の２ 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）第２条第３項及

び地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号。以下「令」という。）第１条第２項の規

定に基づき、下水道事業に法の規定の全部を適用する。 

第２条第１項中「水道事業」の次に「及び下水道事業（以下「上下水道事業」という。）」を加

え、同条第２項及び第３項を次のように改める。 

２ 水道事業の経営の規模は、次のとおりとする。 

（１） 給水区域は、大和高田市の区域内とする。 

（２） 給水人口は、８５，０００人とする。 

（３） １日最大給水量は、３８，０００立方メートルとする。 

３ 下水道事業の経営の規模は、次のとおりとする。 

（１） 排水区域は、大和高田市の区域内とする。 

（２） 排水区域面積は、１，６０６．２ヘクタールとする。 
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（３） 排水人口は、６６，０００人とする。 

（４） １日最大処理能力は、３５，４５０立方メートルとする。 

第２条第４項を削る。 

第３条第１項中「地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」という。）」を「法」

に、「地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）」を「令」に、「水道事業」を「上下

水道事業」に、「当該事業の管理者（」を「上下水道事業管理者（法第７条本文の規定による管理

者をいう。」に改める。 

第４条から第６条まで並びに第７条第１項及び第２項第３号中「水道事業」を「上下水道事業」

に改める。 

（職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第２条 職員等の旅費に関する条例（昭和２７年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第２１条中「水道事業管理者」を「上下水道事業管理者」に改める。 

（大和高田市水道事業給水条例の一部改正） 

第３条 大和高田市水道事業給水条例（昭和３３年条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「水道事業管理者」を「上下水道事業管理者」に改める。 

（大和高田市職員定数条例の一部改正） 

第４条 大和高田市職員定数条例（昭和３８年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「、水道企業」を削り、「教育機関」の次に「並びに公営企業」を加える。 

第３条第１号中「５５５人」を「５４５人」に改め、同条中第２号を削り、第３号を第２号とし、

第４号から第７号までを１号ずつ繰り上げ、第８号を削り、同条に次の１号を加える。 

（７） 公営企業の職員 ５０人 

（企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第５条 企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年条例第２４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条中「水道事業管理者」を「上下水道事業管理者」に改める。 

（大和高田市特別会計条例の一部改正） 

第６条 大和高田市特別会計条例（昭和５０年条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

第３号を削り、第４号を第３号とする。 

（大和高田市水洗便所改造資金貸付基金条例の一部改正） 

第７条 大和高田市水洗便所改造資金貸付基金条例（昭和５９年条例第９号）の一部を次のように改

正する。 

第５条中「市長」を「上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）」に改める。 

第７条中「市長」を「管理者」に改め、同条第３号中「規則」を「企業管理規程」に改める。 

第９条から第１１条までの規定中「市長」を「管理者」に改める。 

第１２条中「規則で」を「管理者が」に改める。 

（大和高田市下水道条例の一部改正） 

第８条 大和高田市下水道条例（昭和５９年条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１８号中「市長」を「上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）」に改め、同条

第１９号中「市長」を「管理者」に改める。 

第２条の３第４号及び第５号中「規則で」を「管理者が」に改める。 

第３条第１項ただし書中「市長」を「管理者」に改める。 

第４条第２号及び第３号中「規則で」を「管理者が」に改める。 

第６条第１項中「規則」を「企業管理規程」に、「市長」を「管理者」に改め、同条第２項中「市

長」を「管理者」に改める。 



平成２９年１月１０日（火） 大 和 高 田 市 公 報 第３３６号 

 61 

第７条第１項中「市長」を「管理者」に改め、同条第３項中「規則で」を「管理者が」に改める。 

第９条第１項及び第１０条第１項ただし書中「市長」を「管理者」に改める。 

第１３条ただし書中「規則で」を「管理者が」に改める。 

第１４条、第１５条第１項、第１６条、第１９条、第２０条、第２２条第１項、第２３条、第２

４条並びに第２６条第１項第２号及び第３号並びに第２項中「市長」を「管理者」に改める。 

第２７条第１項中「規則」を「企業管理規程」に、「市長」を「管理者」に改め、同条第２項中

「市長」を「管理者」に改める。 

第２８条第２号、第２９条第１項、第３０条第１項及び第３項並びに第３１条から第３３条まで

の規定中「市長」を「管理者」に改める。 

第３４条第１項中「規則」を「企業管理規程」に、「市長」を「管理者」に改める。 

第３５条第２項中「市長」を「管理者」に改める。 

第３８条中「規則」を「企業管理規程」に、「市長」を「管理者」に改める。 

第４０条ただし書及び第４１条から第４４条までの規定中「市長」を「管理者」に改める。 

第４６条中「規則で」を「管理者が」に改める。 

（大和高田市水洗便所改造助成条例の一部改正） 

第９条 大和高田市水洗便所改造助成条例（昭和５９年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「市長」を「上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）」に改め、同条第

３項中「市長」を「管理者」に改める。 

第４条、第６条及び第７条中「市長」を「管理者」に改める。 

第８条中「規則で」を「管理者が」に改める。 

（大和高田市情報公開条例の一部改正） 

第１０条 大和高田市情報公開条例（平成１０年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「水道事業管理者」を「上下水道事業管理者」に改める。 

（大和高田市個人情報保護条例の一部改正） 

第１１条 大和高田市個人情報保護条例（平成１３年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「水道事業管理者」を「上下水道事業管理者」に改める。 

（大和高田市行政組織条例の一部改正） 

第１２条 大和高田市行政組織条例（平成１９年条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中第７号を削り、同項第８号を第７号とする。 

第３条中「上下水道部 

(１) 下水道に関すること。」を削る。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

条例第５１号 

大和高田市学校給食費徴収条例をここに公布する。 

平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市学校給食費徴収条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、学校給食法（昭和２９年法律第１６０号。以下「法」という。）第３条第１項の

規定による学校給食及びこれに準じて実施する幼稚園給食（以下「学校給食等」という。）に係る

給食費の徴収に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
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（１） 給食費 学校給食等に要する経費のうち、法第１１条第１項に規定する経費その他の市が

負担する経費以外の経費をいう。 

（２） 保護者 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１６条に規定する保護者及びこれに準

じる者として規則で定める者をいう。 

（学校給食等の実施） 

第３条 市は、次に掲げる施設に在籍する児童、生徒又は園児を対象に学校給食等を実施する。 

（１） 大和高田市立小学校設置条例（昭和３９年条例第５０号）に規定する小学校 

（２） 大和高田市立中学校設置条例（昭和３９年条例第５１号）に規定する中学校 

（３） 大和高田市立幼稚園設置条例（昭和２８年条例第２２号）に規定する幼稚園 

（給食費の徴収） 

第４条 市長は、学校給食等を受ける児童、生徒又は園児の保護者から給食費を徴収する。 

２ 前項の給食費の額は、規則で定める。 

（給食費の納付） 

第５条 学校給食等を受ける児童、生徒又は園児の保護者は、規則で定める日までに給食費を納付し

なければならない。 

（給食費の減免） 

第６条 市長は、特別の理由があると認めるときは、給食費を減額し、又は免除することができる。 

 （委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、第３条第２号の規定は、平成２９年６月

１日から施行する。 

 

 

 

規則第３０号 

行政不服審査法の施行に伴う関係規則の整理に関する規則を次のように定める。 

平成２８年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   行政不服審査法の施行に伴う関係規則の整理に関する規則 

 （大和高田市文書規則の一部改正） 

第１条 大和高田市文書規則（平成１１年規則第１４号）の一部を次のように改正する。 

第１５条第４項中「異議申立て」を「審査請求」に改める。 

別表第１の１７の項中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

（市長が保有する公文書の開示に関する規則の一部改正） 

第２条 市長が保有する公文書の開示に関する規則（平成１１年規則第５０号）の一部を次のように

改正する。 

第９条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条中「異議申立事案」を「審査請求

事案」に改める。 

 第１０条中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第１１条中「不服申立人」を「審査請求人」に、「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第１２条中「不服申立人」を「審査請求人」に改める。 

 第１３条中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

様式第１２号中「異議申立事案」を「審査請求事案」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「異

議申立書」を「審査請求書」に改める。 

規 則 
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（市長が保有する個人情報の保護に関する規則の一部改正） 

第３条 市長が保有する個人情報の保護に関する規則（平成１３年規則第３３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２３条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条中「異議申立事案」を「審査請

求事案」に改める。 

 第２４条中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第２５条中「不服申立人」を「審査請求人」に、「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第２６条中「不服申立人」を「審査請求人」に改める。 

第２７条中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

様式第３４号中「異議申立事案」を「審査請求事案」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「異

議申立書」を「審査請求書」に改める。 

（一般職の職員の給与に関する条例施行規則の一部改正） 

第４条 一般職の職員の給与に関する条例施行規則（昭和３２年規則第１１号）の一部を次のように

改正する。 

第１２条の６の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条中「不服申立て」を「審査

請求」に、「不服申立期間」を「審査請求期間」に改める。 

（大和高田市福祉医療費資金貸付基金条例施行規則の一部改正） 

第５条 大和高田市福祉医療費資金貸付基金条例施行規則（平成２０年規則第７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

様式第５号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「対する決定」を「対

する裁決」に改める。 

（大和高田市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例施行規則の一部改正） 

第６条 大和高田市国民健康保険高額療養費資金貸付基金条例施行規則（平成２０年規則第８号）の

一部を次のように改正する。 

様式第２号中「６０日」を「３月」に、「異議申立てを」を「審査請求を」に、「異議申立てする」

を「審査請求をする」に、「当該異議申立て」を「当該審査請求」に、「対する決定」を「対する裁決」

に改める。 

（大和高田市国民健康保険税滞納者の被保険者証等の取扱いに関する規則の一部改正） 

第７条 大和高田市国民健康保険税滞納者の被保険者証等の取扱いに関する規則（平成２１年規則第

１９号）の一部を次のように改正する。 

様式第１号、様式第４号及び様式第６号中「６０日」を「３月」に改める。 

（大和高田市墓地等の経営の許可等に関する規則の一部改正） 

第８条 大和高田市墓地等の経営の許可等に関する規則（平成１４年規則第２７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

様式第１１号中「６０日内」を「３月以内」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「６０日以内」

を「３月以内」に、「対する決定」を「対する裁決」に改める。 

（生活保護法施行細則の一部改正） 

第９条 生活保護法施行細則（平成２３年規則第１３号）の一部を次のように改正する。 

様式第２４号から様式第２６号まで及び様式第４２号中「６０日」を「３月」に改め、「審査請

求をした日」の次に「（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２３条の規定により不備を

補正すべきことを命じられた場合にあっては、当該不備を補正した日）」を、「５０日」の次に「（５

０日以内に行政不服審査法第４３条第３項の規定により通知を受けた場合は７０日）」を加える。 

  様式第４３号及び様式第４４号中「６０日」を「３月」に改める。 

  様式第５１号中「６０日」を「３月」に改め、「審査請求をした日」の次に「（行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）第２３条の規定により不備を補正すべきことを命 



平成２９年１月１０日（火） 大 和 高 田 市 公 報 第３３６号 

 64 

じられた場合にあっては、当該不備を補正した日）」を、「５０日」の次に「（５０日以内に行政不

服審査法第４３条第３項の規定により通知を受けた場合は７０日）」を加え 

る。 

（大和高田市基本時間外保育及び一時預かり事業の実施に関する規則の一部改正） 

第１０条 大和高田市基本時間外保育及び一時預かり事業の実施に関する規則（平成１７年規則第２

号）の一部を次のように改正する。 

様式第２号及び様式第４号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「対す

る決定」を「対する裁決」に改める。 

（児童福祉法に基づく助産施設及び母子生活支援施設の入所措置費用の徴収に関する規則の一部

改正） 

第１１条 児童福祉法に基づく助産施設及び母子生活支援施設の入所措置費用の徴収に関する規則

（昭和６３年規則第７号）の一部を次のように改正する。 

様式第１号中「６０日」を「３月」に改める。 

（大和高田市児童手当事務処理規則の一部改正） 

第１２条 大和高田市児童手当事務処理規則（平成２４年規則第２２号）の一部を次のように改正す

る。 

「 なお、この決定に不服のあるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して６０日以内に

奈良県知事に対して審査請求をすることができます。さらに、この決定の取消しを求める訴え（取

消訴訟）は、上記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に大

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）提

起することができます。」を 

「 この処分について不服があるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して３月以内に、

奈良県知事に対して審査請求をすることができます。この処分については、上記の審査請求のほ

か、この通知を受けた日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟におい

て大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に提起することができます。 

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対

する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間

やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算

して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認

められる場合があります。」に改める。 

  様式第１７号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に改める。 

（大和高田市乳幼児医療費助成条例施行規則の一部改正） 

第１３条 大和高田市乳幼児医療費助成条例施行規則（平成８年規則第４８号）の一部を次のように

改正する。 

様式第３号中 

「     年   月   日付けで申請のあった医療費受給資格証交付申請については、下記

の理由により却下しましたので通知します。」を 

「     年   月   日付けで申請のあった医療費受給資格証交付申請については、下記

の理由により却下しましたので通知します。 

なお、この決定に不服のあるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に大和

高田市長に対して審査請求をすることができます。」に改める。 

様式第７号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に改める。 
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（大和高田市ひとり親家庭等医療費助成条例施行規則の一部改正） 

第１４条 大和高田市ひとり親家庭等医療費助成条例施行規則（平成８年規則第５０号）の一部を次

のように改正する。 

様式第３号中 

「     年   月   日付けで申請のあった医療費受給資格証交付申請については、下記

の理由により却下しましたので通知します。」を 

「     年   月   日付けで申請のあった医療費受給資格証交付申請については、下記

の理由により却下しましたので通知します。 

なお、この決定に不服のあるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に大和

高田市長に対して審査請求をすることができます。」に改める。 

様式第７号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に改める。 

（老人福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則の一部改正） 

第１５条 老人福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和５５年規則第１０号）の一部を次

のように改正する。 

様式第２号及び様式第４号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に改める。 

（大和高田市生きがい活動支援通所事業実施規則の一部改正） 

第１６条 大和高田市生きがい活動支援通所事業実施規則（平成１２年規則第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

様式第５号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「対する決定」を「対

する裁決」に改める。 

（大和高田市生活管理指導員派遣事業実施規則の一部改正） 

第１７条 大和高田市生活管理指導員派遣事業実施規則（平成１２年規則第１７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

様式第５号及び様式第１０号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「対

する決定」を「対する裁決」に改める。 

（大和高田市生活管理指導短期宿泊事業実施規則の一部改正） 

第１８条 大和高田市生活管理指導短期宿泊事業実施規則（平成１２年規則第１８号）の一部を次の

ように改正する。 

様式第５号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「対する決定」を「対

する裁決」に改める。 

（大和高田市在宅高齢者日常生活用具給付事業実施規則の一部改正） 

第１９条 大和高田市在宅高齢者日常生活用具給付事業実施規則（平成１２年規則第１９号）の一部

を次のように改正する。 

様式第３号中「６０日」を「３月」に、「異議申立てする」を「審査請求をする」に、「異議申立

てを」を「審査請求を」に、「当該異議申立て」を「当該審査請求」に、「対する決定」を「対する

裁決」に改める。 

（大和高田市介護用品支給事業実施規則の一部改正） 

第２０条 大和高田市介護用品支給事業実施規則（平成１２年規則第２４号）の一部を次のように改

正する。 

様式第３号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「対する決定」を「対

する裁決」に改める。 

（大和高田市寝具洗濯乾燥消毒サービス事業実施規則の一部改正） 

第２１条 大和高田市寝具洗濯乾燥消毒サービス事業実施規則（平成１２年規則第２３号）の一部を

次のように改正する。 

様式第３号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「対する決定」を「対
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する裁決」に改める。 

（大和高田市緊急通報体制整備事業実施規則の一部改正） 

第２２条 大和高田市緊急通報体制整備事業実施規則（平成１４年規則第６３号）の一部を次のよう

に改正する。 

様式第４号中「６０日」を「３月」に、「異議申立てする」を「審査請求をする」に、「異議申立

てを」を「審査請求を」に、「当該異議申立て」を「当該審査請求」に、「対する決定」を「対する

裁決」に改める。 

（大和高田市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部改正） 

第２３条 大和高田市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成

１８年規則第４０号の４）の一部を次のように改正する。 

様式第２号及び様式第３号、様式第６号、様式第８号から様式第１０号まで、様式第１３号、様

式第１５号及び様式第１６号、様式第１８号並びに様式第２２号中「６０日」を「３月」に改める。 

 様式第２４号中 

「１ この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０ 

日以内に奈良県知事に対し審査請求をすることができます。なお、審査請求をした場合には、

奈良県知事に申し立てれば、口頭により意見を述べることができます。 

 ２ また、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から 

起算して６月以内に大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和 

高田市長となります。）、提起することができます。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審 

査請求に対する裁決を経た後（次の（１）から（３）までのいずれかに該当するときを除く 

。）でなければ提起することができないこととされています。 

（１） 審査請求があった日から３月を経過しても裁決がないとき。 

（２） 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要 

があるとき。 

（３） その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。」を 

 「１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し 

て３月以内に大和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があっ 

たことを知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この処分の翌日から起算して１ 

年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

  ２ この処分の取消しを求める訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して６月以 

内に限り、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長 

となります。）提起することができます（なお、この処分の通知を受けた日の翌日から起算し 

て６月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過するとこの処分の取消 

しの訴えを提起することができなくなります。）。 

また、この処分の通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に審査請求をした場合には、 

この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算し 

て６月以内であれば、提起することができます。」に改める。 

様式第２８号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」及び「異議申し立て」を「審査請求」

に、「対する決定」を「対する裁決」に、「６ケ月」を「６月」に改める。 

（大和高田市指定特定相談支援事業者の指定等及び指定障害児相談支援事業者の指定等に関する

規則の一部改正） 

第２４条 大和高田市指定特定相談支援事業者の指定等及び指定障害児相談支援事業者の指定等に関

する規則（平成２４年規則第１８号）の一部を次のように改正する。 

様式第３号中 

「 この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０ 
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日以内に、奈良県知事に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったこと 

を知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の翌日から起算して１年を経 

過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

  この審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に対する裁決があったことを知 

った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を 

代表する者は大和高田市長となります。）処分の取消しの訴えを提起することができます（な 

お、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この決定の日 

の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります 

。）。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ない 

で処分の取消しの訴えを提起することができます。 

① 審査請求をした日の翌日から起算して３月を経過しても決定がないとき。 

② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の 

必要があるとき。 

③ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。」を 

 「 この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月 

以内に、大和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったこと 

を知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の翌日から起算して１年を経過 

すると審査請求をすることができなくなります。）。 

   この決定の取消しを求める訴えは、この決定の通知を受けた日の翌日から起算して６月以内 

に限り、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長とな 

ります。）提起することができます（なお、この決定の通知を受けた日の翌日から起算して６月 

以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過するとこの処分の取消しの訴え 

を提起することができなくなります。）。またこの決定の通知を受けた日の翌日から起算して３ 

月以内に審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の 

送達を受けた日の翌日から起算して６月以内であれば、提起することができます。」に改める。 

（身体障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則の一部改正） 

第２５条 身体障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和６３年規則第３号）の一部

を次のように改正する。 

様式第２号及び様式第４号中「６０日」を「３月」に改める。 

（特別障害者手当等事務取扱規則の一部改正） 

第２６条 特別障害者手当等事務取扱規則（昭和６１年規則第２１号）の一部を次のように改正する。 

様式第４号中「当該支払月の   日（曜日、祝日等の場合は、その翌日）」を「当該支払月の１

０日（日曜日、土曜日、祝日等の場合は、その直前の日曜日等でない日）」に、「３０日」を「９月１

０日まで」に、「６０日」を「３月」に、 

「 上記の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に対する裁決があったことを 

知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市 

を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処 

分の取消しの訴えを提起することができます。 

①審査請求があった日の翌日から３月を経過しても裁決がないとき。 

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある 

とき。 

③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。」を 

「 この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大 

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、 
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処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌 

日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分 

の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合に 

は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分 

の取消しの訴えを提起することができます。」に改める。 

  様式第５号中「６０日」を「３月」に、 

「 上記の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に対する裁決があったことを 

知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市 

を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処 

分の取消しの訴えを提起することができます。 

①審査請求があった日の翌日から３月を経過しても裁決がないとき。 

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある 

とき。 

③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。」を 

「 この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大 

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処 

分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日か 

ら起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消 

しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該 

審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの 

訴えを提起することができます。」に改める。 

  様式第６号及び様式第７号中「６０日」を「３月」に、 

「 上記の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に対する裁決があったことを 

知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市 

を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処 

分の取消しの訴えを提起することができます。 

①審査請求があった日の翌日から３月を経過しても裁決がないとき。 

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある 

とき。 

③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。」を 

「 この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大 

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、 

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌 

日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分 

の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合に 

は、当該審査請求に対する裁決があった 

ことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができま 

す。」に、 

 「３０日」を「９月１０日まで」に改める。 

  様式第９号中「６０日」を「３月」に、 

「 上記の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該審査請求に対する裁決があったことを 

知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市 

を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 
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ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処 

分の取消しの訴えを提起することができます。 

①審査請求があった日の翌日から３月を経過しても裁決がないとき。 

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある 

とき。 

③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。」を 

「 この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大 

和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処 

分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日か 

ら起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消 

しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の審査請求をした場合には、当該 

審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分の取消しの 

訴えを提起することができます。」に改める。 

（大和高田市難病患者等日常生活用具給付事業実施規則の一部改正） 

第２７条 大和高田市難病患者等日常生活用具給付事業実施規則（平成１６年規則第２３号）の一部

を次のように改正する。 

様式第５号中「６０日」を「３月」に改める。 

（知的障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則の一部改正） 

第２８条 知的障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和６３年規則第６号）の一部

を次のように改正する。 

様式第２号及び様式第４号中「６０日」を「３月」に、「６月以内０」を「６月以内」 

に改める。 

（大和高田市心身障害者医療費助成条例施行規則の一部改正） 

第２９条 大和高田市心身障害者医療費助成条例施行規則（平成８年規則第４９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

様式第７号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に改める。 

（大和高田市精神障害者医療費助成条例施行規則の一部改正） 

第３０条 大和高田市精神障害者医療費助成条例施行規則（平成２７年規則第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

様式第３号及び様式第６号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に、「対す

る決定」を「対する裁決」に改める。 

（大和高田市国民健康保険条例施行規則の一部改正） 

第３１条 大和高田市国民健康保険条例施行規則（平成１２年規則第７３号）の一部を次のように改

正する。 

様式第３号及び様式第９号中「６０日」を「３月」に改める。 

（大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例施行規則の一部改正） 

第３２条 大和高田市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例施行規則（平成１１年規則

第４９号）の一部を次のように改正する。 

様式第１４号、様式第２１号及び様式第２２号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審

査請求」に、「対する決定」を「対する裁決」に改める。 

（大和高田市ポイ捨ての防止等に関する条例施行規則の一部改正） 

第３３条 大和高田市ポイ捨ての防止等に関する条例施行規則（平成１７年規則第３８号）の一部を

次のように改正する。 

様式第２号中「６０日」を「３月」に、「異議申立て」を「審査請求」に改める。 

（大和高田市県営土地改良事業分担金徴収条例施行規則の一部改正） 
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第３４条 大和高田市県営土地改良事業分担金徴収条例施行規則（平成１８年規則第４６号）の一部

を次のように改正する。 

様式第１号中 

「１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３ 

０日以内に、大和高田市長に対して異議申立てすることができます（なお、この決定があっ 

たことを知った日の翌日から起算して３０日以内であっても、この決定の日の翌日から起算 

して１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

２ 上記１の異議申立てに対する決定を経た場合に限り、当該異議申立てに対する決定があっ 

たことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において 

大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること 

ができます。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、異議申立てに対する 

決定を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ① 異議申立てがあった日の翌日から起算して３月を経過しても決定がないとき。 

 ② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい被害を避けるため緊急の必要が 

あるとき。 

    ③ その他決定を経ないことにつき正当な理由があるとき。」を 

 「 この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３０ 

日以内に、大和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったこ 

とを知った日の翌日から起算して３０日以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１ 

年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。」に改める。 

（大和高田市営土地改良事業分担金徴収条例施行規則の一部改正） 

第３５条 大和高田市営土地改良事業分担金徴収条例施行規則（平成１８年規則第４７号）の一部を

次のように改正する。 

様式第１号中 

「１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３ 

０日以内に、大和高田市長に対して異議申立てすることができます（なお、この決定があっ 

たことを知った日の翌日から起算して３０日以内であっても、この決定の日の翌日から起算 

して１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。 

２ 上記１の異議申立てに対する決定を経た場合に限り、当該異議申立てに対する決定があっ 

たことを知った日の翌日から起算して６月以内に、大和高田市を被告として（訴訟において 

大和高田市を代表する者は大和高田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること 

ができます。ただし、次の①から③までのいずれかに該当するときは、異議申立てに対する 

決定を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ① 異議申立てがあった日の翌日から起算して３月を経過しても決定がないとき。 

 ② 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい被害を避けるため緊急の必要が 

あるとき。 

    ③ その他決定を経ないことにつき正当な理由があるとき。」を 

 「 この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月 

以内に、大和高田市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったこと 

を知った日の翌日から起算して３月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を 

経過すると審査請求をすることができなくなります。）。」に改める。 

   附 則  

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

告 示 
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告示第１２８号 

大和高田市商工業振興対策事業補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

平成２８年１１月３０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市商工業振興対策事業補助金交付要綱の一部を改正する告示 

大和高田市商工業振興対策事業補助金交付要綱（平成６年告示第２８号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第１項第１号中「その他市長が必要と認める」を「その他の」に改め、同項第２号中「若し

くは」を「又は」に改め、同項に次の１号を加える。 

（３） 共同駐車場の運営、共同施設の小修理その他市長が商工業振興に必要と認める事業 

第３条第２項を次のように改める。 

２ 前項の事業は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、道路法（昭和２７年法律第１８０号）、

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）その他関係法令に抵触しないものでなければならない。 

第４条中「次に掲げるとおり」を「次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額」

に改め、同条第１号の表以外の部分を次のように改める。 

（１） 前条第１項第１号に該当する事業 次の表の左欄に掲げる経費の区分に応じ、それぞ

れ右欄に掲げる割合を乗じて得た額とし、２，０００万円を限度とする。 

第４条第１号の表中「補助対象事業費」を「事業に要する経費」に改め、「ただし、２，００

０万円を限度とする。」を削り、同条第２号中「地域産品展示会、共同駐車場の運営、共同施設の

小修理その他商工業振興に必要と認められる場合」を「前条第１項第２号及び第３号に該当する事業」

に改め、「以内」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の事業に要する経費は、当該事業に対して国、県、この告示によらない他の補助金等の交付

を受ける場合にあっては、当該交付を受ける他の補助金等の額を差し引いた額とする。 

第５条中「前年」を「前年度」に改め、同条ただし書を次のように改める。 

ただし、市長が特にその必要がないと認めたときは、省略することができる。 

第５条第３号中「前２号」を「前３号」に改め、同号を同条第４号とし、第２号の次に次の１号を

加える。 

（３） 設計図（第３条第１項第２号及び第３号に掲げる事業に係るものを除く。） 

第６条の見出し中「補助事業の認定」を「補助金の交付」に改め、同条中「補助事業認定申請書」

を「補助金交付申請書」に改め、同条中第５号を削り、第６号を第５号とする。 

第７条の見出し中「補助事業の認定」を「補助金の交付決定」に改め、同条中「補助事業認定申請

書」を「補助金交付申請書」に、「補助金交付認定書」を「補助金交付決定通知書」に、「認定通知」

を「決定通知」に改める。 

第８条中「認定」を「決定」に改める。 

第９条第１号中「第２号」の次に「及び第３号」を加える。 

第１０条中「共同施設の場合は検査を実施し、運営費の場合は諸帳簿等」を「当該請求に係る書類

の審査及び必要に応じて行う現地調査等」に改める。 

様式第１号から様式第３号までを次のように改める。 

様式第１号（第５条関係） 

事業計画書 

年  月  日   

大和高田市長     殿 



平成２９年１月１０日（火） 大 和 高 田 市 公 報 第３３６号 

 72 

申請者 住  所              

団 体 名              

代表者名          印   

 

補助事業を下記のとおり計画していますので、大和高田市商工業振興対策事業補助金交付要綱第

５条の規定に基づき、補助事業の計画を提出します。 

記 

１ 事業計画の概要（目的等） 

２ 施設の名称 

３ 施設の概要 

４ 施設設置後の管理運営の方法 

５ 収支計画書（別添） 

６ 見積書（別添） 

７ 設計図（別添。第３条第１項第２号及び第３号に掲げる事業に係るものを除く。） 

８ その他市長が必要と認める書類 

（                        ） 

（                        ） 

（                        ） 

様式第２号（第６条関係） 

補助金交付申請書 

年  月  日   

大和高田市長     殿 

申請者 住  所              

団 体 名              

代表者名          印   

 

大和高田市商工業振興対策事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、補助金の交付を申請します。 

記 

１ 補助事業の概要 

２ 交 付 申 請 額 

３ 事業着手年月日 

４ 事業完了予定日 

５ 関 係 書 類 

（１） 補助事業実施計画書 

（２） 収支予算書 

（３） 申請団体の構成員名簿 

（４） 規約の写し 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（                        ） 

（                        ） 

（                        ） 

様式第３号（第７条関係） 

補助金交付決定通知書 

大和高田市指令（ ）第  号   
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年  月  日   

          様 

大和高田市長        印   

 

     年  月  日付けで申請のあった補助金の交付申請について、補助金の交付を決定した

ので、大和高田市商工業振興対策事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき通知します。 

記 

１ 補助金交付決定額 

２ 交付の条件等 

附 則 

この告示は、平成２８年１２月１日から施行する。 

 

告示第１３０号 

  平成２８年度介護保険料納入通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所

等が不明であるため、送達できないので、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１４３条（地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定を準用）の規定により、次のとおり公示送達

します。 

 なお、公示送達に係る書類は介護保険課介護保険給付係で保管し、送達を受けるべき者から交付の

申出があればいつでも交付します。 

  平成２８年１２月５日 

  大和高田市長 吉 田 誠 克   

1．この納入通知書の発送年月日 

平成２８年７月８日 

２．この公示送達により変更する納期限 

変更前 平成２８年８月１日   平成２８年８月３１日  平成２８年９月３０日 

変更後 平成２９年２月２日   平成２９年２月２日   平成２９年２月２日 

 

変更前 平成２８年１０月３１日  平成２８年１１月３０日  平成２８年１２月２６日 

変更後 平成２９年２月２日    平成２９年２月２日    平成２９年２月２日 

３．送達を受けるべき者  

市役所前の掲示場に掲示済み 

注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに、書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１３１号 

  平成２８年度介護保険料納入通知書兼特別徴収開始通知書を郵送により送達しましたが、その送達

を受けるべき者の住所等が不明であるため、送達できないので、介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第１４３条（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定を準用）の規定により、

次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は介護保険課介護保険給付係で保管し、送達を受けるべき者から交付の

申出があればいつでも交付します。 

  平成２８年１２月５日 

 大和高田市長 吉 田 誠 克   

1．この通知書の発送年月日 
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平成２８年７月８日 

２．送達を受けるべき者 

  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに、書類の送達があったものとみなされます。 
 

告示第１３２号 

 平成２８年度国民健康保険税第１期及び第２期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を

受けるべき者の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２０条の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

平成２８年１２月７日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 

第１期 平成２８年８月２５日 

第２期 平成２８年９月２６日 

２ 送達を受けるべき者 

  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１３３号 

 平成２８年度国民健康保険税第３期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき

者の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条

の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

平成２８年１２月７日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 

平成２８年１０月２５日 

２ 送達を受けるべき者 

  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１３４号 

 差押調書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等が不明であるため、送達

できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により、次のとおり公示

送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

平成２８年１２月７日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   
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１ この通知の発送年月日 

平成２８年１１月１５日 

２ 送達を受けるべき者 

  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１３５号 

 平成２８年１２月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２１９条第２項の規定により公表します。 

  平成２８年１２月８日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２８年度大和高田市一般会計補正予算（第４号） 

２ 平成２８年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

３ 平成２８年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第１号） 

４ 平成２８年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

５ 平成２８年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

６ 平成２８年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第２号） 

７ 平成２８年度大和高田市水道事業会計補正予算（第１号） 

８ 平成２８年度大和高田市病院事業会計補正予算（第１号） 

   平成２８年度大和高田市一般会計補正予算（第４号） 

平成２８年度大和高田市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４８８，６００千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ２４，３０９，１５７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債は、「第３表 地方債補正」による。 
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平成２８年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

平成２８年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに
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よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６０，４２４千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ９，９３７，６２８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

平成２８年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第１号） 

平成２８年度大和高田市の国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３２７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１３３，８２７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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平成２８年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

平成２８年度大和高田市の下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９３千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ２，５３８，４０７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

平成２８年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

平成２８年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 
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第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，９６７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ５，９４８，３８４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

平成２８年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第２号） 

平成２８年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２，５１７千円を減額し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ７２１，６４６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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告示第１３９号 

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、

大和高田市長に対し審査請求をすることができる。 

平成２８年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１．職権消除日 

平成２８年１２月１２日 

２．職権消除される者 

市役所前の掲示場に掲示済み 

 

告示第１４０号 

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 
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なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、

大和高田市長に対し審査請求をすることができる。 

平成２８年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１．職権消除日 

平成２８年１２月１２日 

２．職権消除される者 

市役所前の掲示場に掲示済み 

 

告示１４１号 

差押調書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等が不明であるため、送達

できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により、次のとおり公示

送達します。 

なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

平成２８年１２月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 

平成２８年１２月９日 

２ 送達を受けるべき者 

市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示１４２号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

平成２８年１２月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．処分の根拠 

移動日から６０日を経過したにもかかわらず、引取りがないため 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例第１０条第３項及び同条例施行規則第５条 

２．処分対象自転車等の保管場所 

大和高田市曽大根 

大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

平成２９年４月１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

平成２８年９月１日から平成２８年９月３０日までの間 

 

告示第１４３号 

 平成２８年度市民税・県民税納税通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の

住所等が不明であるため送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の
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規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は、財務部税務課市民税係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申

出があればいつでも交付します。 

  平成２８年１２月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．納税通知書の発送年月日 

平成２８年１１月２２日 

２．この公示送達により変更する納期限 

変更前 平成２８年１２月２６日 

変更後 平成２９年１月２５日 

３．送達を受けるべき者 

別紙平成２８年度公示送達者名簿のとおり 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

 

 

公告第１４１号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２８年１２月６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 件  名 平成２８年度大和高田市公共施設（高圧）電力需給 

以下８案件 

① 大和高田市役所 

② 大和高田市立小学校（８校）、大和高田市立中学校（３校） 

③ 大和高田市立高田商業高等学校 

④ 大和高田市立総合体育館（大和高田市立武道館を含む。）、奈良県大和高

田第二健民運動場 

⑤ 大和高田市保健センター 

⑥ 大和高田市中央公民館 

⑦ 大和高田市文化会館 

⑧ 大和高田市営斎場 

２ 需給期間 平成２９年３月１日から平成３０年２月２８日まで 

３ 需給場所 大和高田市役所、大和高田市立小学校（８校）、大和高田市立中学校（３校）、大

和高田市立高田商業高等学校、大和高田市立総合体育館、奈良県大和高田第二健

民運動場、大和高田市保健センター、大和高田市中央公民館、大和高田市文化会

館、大和高田市営斎場 

４ 需給内容 各仕様書のとおり 

５ 入札参加資

格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしてい

るものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（２）電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条の２の規定に基づき小売

電気事業の登録を受けている者であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続

開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる

更生事件（以下「旧更生事件」といいます。）に係る同法による改正前の会社更

公 告 
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生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」といいます。第３０条の規定

による更生手続開始の申立てを含みます。））をしていない者又は申立てをされ

ていない者であること。ただし、同法に基づく更生手続開始の決定（旧更生事

件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含みます。）を受けた者について

は、更生手続開始の申立てをしなかったもの又は申立てをされなかったものと

みなす。 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている者でないこと。 

（５）（１）に該当する者のほか、大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業

者の排除措置要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当

する者でないこと。 

（６）調達物件を所定の場所に納品することができる者であること。事故発生時、

緊急対応が必要な場合に対応可能な体制が整備されていること。 

６ 競争入札参

加資格確認の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類（以下｢申請

書等」という。）を参加しようとする入札案件ごとに提出し、競争入札参加資格に

ついての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しな

い者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に

参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」欄に掲載（ダ

ウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（様式１） 

② 安定供給確約書（様式２） 

③ 電力供給実績一覧表（様式３）及びこれを証する書面（契約書等）の写 

し  

④ 暴力団排除に関する誓約書（様式４） 

⑤ 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けている

ことを証する書類の写し 

⑥ 履歴事項全部証明書（発行後３月以内のもの） 

⑦ 印鑑証明書（発行後３月以内のもの） 

上記①、②は入札案件ごとに作成し、その他は写しを可とするが、⑤を除

く③、④、⑥及び⑦については、参加する入札案件の最も若い番号の申請書

類に必ず原本を添付すること。 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易書留郵便」

に限る。）とします。 

（４）受付期間 

平成２８年１２月７日（水）から平成２８年１２月２２日（木）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

（６）提出場所 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参

加資格の確認

通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の受領後速やかに行うものとし、その結

果は、随時、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

随時。原則、申請書の受付日から２日以内（平成２８年１２月２７日（火）

まで）に発送します。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 
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参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を送付しま

す。 

８ 入札説明書

（仕様書）につ

いての質疑応

答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦ

ＡＸで、次のとおり行います。 

（１）受付期限 

平成２８年１２月２７日（火）午後５時１５分 

（２）送信先 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年１月５日（木）午後５時１５分 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提

出方法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年１月１１日（水）まで。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便によるもの

とし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書へ

の記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、消費税及び地方消費税を含む見積金額を記載してください。 

１１ 入札保証

金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第

９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として

徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参

加資格停止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日

時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年１月１２日（木）午前１１時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無

効  

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請

を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定

前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１４ 落札者の

決定等 

落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った

者とします。 

１５ 契約保証

金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴

収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加

資格停止の措置を講じることとなります。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開

札を中止します。 
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（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１４２号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２８年１２月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 件  名 平成２８年度防音型高圧洗浄機の購入 

２ 納入期限 平成２８年３月１７日 

３ 入札物件 仕様書のとおり 

４ 入札参加資

格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしてい

るものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生

手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更生法の規定に

よる更生計画認可又は民事再生法の規定による再生計画認可の決定を受けてい

る者を除く。 

（３）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている者でないこと。 

（４）（１）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置要綱（平成

１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当しないものであること。 

（５）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿に登録（登録品目不問）

している者であること。 

５ 競争入札参

加資格確認の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入

札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び下記必要書類を提出し、競

争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申

請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた

者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田

市ホームページの「入札･契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するととも

に、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、４（４）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申

請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式

によるものとし、様式については、申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、必ず持参とします。（郵送不可） 

（４）受付期間 

平成２８年１２月１２日（月）から平成２８年１２月２２日（木）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前９時から午後５時まで。ただし、正午から午後１時までを除きます。 

（６）提出場所 

〒６３５－８５１１ 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

６ 競争入札参

加資格の確認

通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の受領後速やかに行うものとし、その結

果は、随時、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

随時。原則、申請書の受付日から２日以内（平成２８年１２月２７日（火）

まで）に発送します。 
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（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を送付しま

す。 

７ 質疑応答 入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり

行います。質問書の様式は、任意とします。 

（１）受付期限 

平成２８年１２月２７日（火）午後５時 

（２）送信先 

大和高田市環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ（０７４５）４９－００５３ 

（３）回答期限 

回答は、平成２９年１月６日（金）までとし、原則、質問者に対してのみ行

います。 

８ 入札書の提

出方法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年１月１１日（水）。なお、入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便によるもの

とし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

９ 入札書への

記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してくだ

さい。 

１０ 入札保証

金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第

９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として

徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参

加資格停止の措置を講じることとなります。 

１１ 開札の日

時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年１月１２日（木）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１２ 入札の無

効  

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請

を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定

前に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１３ 落札者の

決定等 

落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った

者とします。 

開札の結果、各参加者の入札の全てが予定価格の制限の範囲内での価格での入

札とならなかったときは、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号の規定

に基づき、随意契約に移行します。この場合における見積書の徴取については、
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２人以上の者（２人以上の者を確保するため、本市の登録事業者でない者を含め

ることがあります。）から行い、予定価格の制限の範囲内で最廉価格を提示した者

を契約締結義務者とします。 

１４ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開

札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１４３号 

次のとおり一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７

条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告します。 

平成２８年１２月１６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 件  名 学校給食栄養管理システムリースに係る納入業者及び保守業者決定 

２ 納入期限 平成２９年３月１５日（水） 

３ 内 容 等 仕様書のとおり 

４ 入札参加資

格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしてい

るものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続

開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる

更生事件（以下「旧更生事件」といいます。）に係る同法による改正前の会社更

生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」といいます。第３０条の規定

による更生手続開始の申立てを含みます。））をしていない者又は申立てをされ

ていない者であること。ただし、同法に基づく更生手続開始の決定（旧更生事

件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含みます。）を受けた者について

は、更生手続開始の申立てをしなかったもの又は申立てをされなかったものと

みなす。 

（３）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている者でないこと。 

（４）（１）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置要綱（平成

１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（５）調達物件を所定の場所に納品することができる者であること。事故発生時、

緊急対応が必要な場合に対応可能な体制が整備されていること。 

５ 競争入札参

加資格確認の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類（以下｢申請

書等」という。）を参加しようとする入札案件ごとに提出し、競争入札参加資格に

ついての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しな

い者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に

参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」欄に掲載（ダ

ウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書 

② 学校給食栄養管理システム導入実績一覧表及びこれを証する書面（契約

書等）の写し 

③ 暴力団排除に関する誓約書 

④ 履歴事項全部証明書（発行後３月以内のもの） 

⑤ 印鑑証明書（発行後３月以内のもの） 

※ 上記④及び⑤については、原本を提出してください。ただし、平成２

８年度大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿に登載され
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ている者は、提出する必要がありません。 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易書留郵便」

に限る。）とします。 

（４）受付期間 

平成２８年１２月１６日（金）から平成２８年１２月２７日（火）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

※ 郵送の場合、平成２８年１２月２６日必着を期限とし、それ以降に到

着したものは無効とします。 

（６）提出場所 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟１階環境建設部契約監理室 

６ 競争入札参

加資格の確認

通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の受領後速やかに行うものとし、その結

果は、随時、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

随時。原則、申請書の受付日から２日以内（平成２８年１２月２８日（水）

まで）に発送します。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を送付しま

す。 

７ 入札説明書

（仕様書）につ

いての質疑応

答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦ

ＡＸで、次のとおり行います。 

（１）受付期限 

平成２９年１月１１日（水）午後５時１５分 

（２）送信先 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年１月１３日（金）午後５時１５分 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

８ 仕様適合の

確認 

競争入札参加資格確認通知書の送付を受けた者は、次の期限までに、納入する

システムにおける仕様適合の確認を受けなければなりません。 

（１）使用適合の確認期限 

  平成２９年１月１８日（水） 

仕様適合の確認においては、事前に担当課と日時の調整を行うこと。 

（２）確認場所 

大和高田市教育委員会事務局教育総務課内 

  奈良県大和高田市大字大中１００番地１ 

  ＴＥＬ（０７４５）２２－１１０１（代表） 

（３）持参物 

 競争入札参加資格確認通知書の送付を受けた者によるシステムのデモンストレ

ーションを通して仕様適合の確認を行いますので、必要機器等は適宜持参してく

ださい。併せて、仕様適合確認申請書を持参してください。 

９ 入札書の提

出方法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年１月２３日（月）まで。入札執行日の前日であるため、この日の

翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 
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〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便によるもの

とし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書へ

の記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記載してください。 

１１ 入札保証

金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第

９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として

徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参

加資格停止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日

時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年１月２４日（火）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１３ 入札の無

効  

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請

を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定

前に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１４ 落札者の

決定等 

落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った

者とします。なお、本入札はリース業者を決定する前の納入及び保守業者並びに

納入及び保守価格を決定するもので、本入札に係るシステム一式の代金は、リー

ス業者による一括前払いとする。なお、リース業者の選定は、落札者の決定後、

速やかに実施します。 

１５ 契約保証

金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第

９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として

徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参

加資格停止の措置を講じることとなります。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開

札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１４４号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２８年１２月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名 奥田箱ダブ整備工事 

２ 工事場所 大和高田市奥田地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年２月２８日（火）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 
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５ 入札参加資

格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしてい

るものとします。 

（１）平成２８年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一

式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＤ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生

手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更生法の規定に

よる更生計画認可又は民事再生法の規定による再生計画認可の決定を受けてい

る者を除く。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置要綱（平成

１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履

行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件

において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参

加資格確認の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争入札参加資

格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又は

入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するととも

に、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申

請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式

によるものとし、様式については、申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。申請書に受付印を押印し、その写しをお渡しします。 

（４）受付期間 

平成２８年１２月２１日（水）から平成２８年１２月２８日（水）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室  

７ 競争入札参

加資格の確認

通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うものとし、その

結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年１月４日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を送付しま

す。 
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８ 入札説明書

（仕様書）の閲

覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札

説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２８年１２月２１日（水）から平成２９年１月５日（木）まで。ただし、

土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（１２月２８日から１月３日まで）を除き

ます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書

（仕様書）につ

いての質疑応

答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり

行います。質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本市ホームページに掲載

しています。 

（１）受付期限 

平成２９年１月１０日（火）午後５時 

（２）送信先 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年１月１１日（水）午後５時 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の

提出方法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年１月１２日（木）。入札執行日の前日であるため、この日の翌日以

降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便によるもの

とし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書へ

の記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額を消費税等抜きの金額

で記載してください。 

１２ 入札保証

金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第

９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として

徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参

加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の日

時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年１月１３日（金）午前９時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無

効  

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請
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を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定

前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者の

決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもっ

て入札を行った者とします。 

１６ 契約保証

金  

免除します。 

１７ 最低制限

基準比較価

格 

２，８４０，０００円（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開

札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１４５号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２８年１２月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名 松塚地内道肩改良工事 

２ 工事場所 大和高田市松塚地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年２月２８日（火）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資

格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしてい

るものとします。 

（１）平成２８年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一

式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＤ又はＥ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生

手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更生法の規定に

よる更生計画認可又は民事再生法の規定による再生計画認可の決定を受けてい

る者を除く。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置要綱（平成

１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履

行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件

において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参

加資格確認の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争入札参加資

格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又は

入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 
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（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するととも

に、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申

請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式

によるものとし、様式については、申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。申請書に受付印を押印し、その写しをお渡しします。 

（４）受付期間 

平成２８年１２月２１日（水）から平成２８年１２月２８日（水）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室  

７ 競争入札参

加資格の確認

通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うものとし、その

結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年１月４日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を送付しま

す。 

８ 入札説明書

（仕様書）の閲

覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札

説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２８年１２月２１日（水）から平成２９年１月５日（木）まで。ただし、

土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（１２月２８日から１月３日まで）を除き

ます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書

（仕様書）につ

いての質疑応

答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり

行います。質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本市ホームページに掲載

しています。 

（１）受付期限 

平成２９年１月１０日（火）午後５時 

（２）送信先 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年１月１１日（水）午後５時 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の

提出方法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 
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平成２９年１月１２日（木）。入札執行日の前日であるため、この日の翌日以

降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便によるもの

とし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書へ

の記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額を消費税等抜きの金額

で記載してください。 

１２ 入札保証

金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第

９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として

徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参

加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の日

時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年１月１３日（金）午前９時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無

効  

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請

を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定

前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者の

決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもっ

て入札を行った者とします。 

１６ 契約保証

金  

免除します。 

１７ 最低制限

基準比較価

格 

１，７３０，０００円（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開

札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１４６号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２８年１２月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名 有井下池漏水防止盛土工事 

２ 工事場所 大和高田市有井地内 
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３ 工事期間 契約締結日から平成２９年２月２８日（火）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資

格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしてい

るものとします。 

（１）平成２８年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一

式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＤ又はＥ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生

手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更生法の規定に

よる更生計画認可又は民事再生法の規定による再生計画認可の決定を受けてい

る者を除く。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置要綱（平成

１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履

行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件

において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参

加資格確認の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争入札参加資

格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又は

入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するととも

に、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申

請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式

によるものとし、様式については、申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。申請書に受付印を押印し、その写しをお渡しします。 

（４）受付期間 

平成２８年１２月２１日（水）から平成２８年１２月２８日（水）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室  

７ 競争入札参

加資格の確認

通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うものとし、その

結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年１月４日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 
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参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を送付しま

す。 

８ 入札説明書

（仕様書）の閲

覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札

説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２８年１２月２１日（水）から平成２９年１月５日（木）まで。ただし、

土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（１２月２８日から１月３日まで）を除き

ます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書

（仕様書）につ

いての質疑応

答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり

行います。質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本市ホームページに掲載

しています。 

（１）受付期限 

平成２９年１月１０日（火）午後５時 

（２）送信先 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年１月１１日（水）午後５時 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の

提出方法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年１月１２日（木）。入札執行日の前日であるため、この日の翌日以

降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便によるもの

とし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書へ

の記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額を消費税等抜きの金額

で記載してください。 

１２ 入札保証

金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第

９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として

徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参

加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の日

時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年１月１３日（金）午前９時３０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無 無効の入札については、次のとおりとします。 
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効  （１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請

を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定

前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者の

決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもっ

て入札を行った者とします。 

１６ 契約保証

金  

免除します。 

１７ 最低制限

基準比較価

格 

１，３４０，０００円（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開

札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１４７号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します 

平成２８年１２月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工 事 名 市営住宅市場団地住宅除却工事 

２ 工事場所 大和高田市市場地内 

３ 工事期間 契約締結日から平成２９年２月２８日（火）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資

格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしてい

るものとします。 

（１）平成２８年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木一

式工事又は建築一式工事に登録している者であること。 

（２）平成２８年度大和高田市格付け等級がＤ又はＥ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生

手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更生法の規定に

よる更生計画認可又は民事再生法の規定による再生計画認可の決定を受けてい

る者を除く。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置要綱（平成

１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履

行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）の者でないこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件

において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参

加資格確認の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争入札参加資

格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又は
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入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するととも

に、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申

請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式

によるものとし、様式については、申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。申請書に受付印を押印し、その写しをお渡しします。 

（４）受付期間 

平成２８年１２月２１日（水）から平成２８年１２月２８日（水）まで。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室  

７ 競争入札参

加資格の確認

通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うものとし、その

結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成２９年１月４日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を送付しま

す。 

８ 入札説明書

（仕様書）の閲

覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札

説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

平成２８年１２月２１日（水）から平成２９年１月５日（木）まで。ただし、

土曜日、日曜日、祝日及び年末年始（１２月２８日から１月３日まで）を除き

ます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時までを

除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書

（仕様書）につ

いての質疑応

答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり

行います。質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本市ホームページに掲載

しています。 

（１）受付期限 

平成２９年１月１０日（火）午後５時 

（２）送信先 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成２９年１月１１日（水）午後５時 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 
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１０ 入札書の

提出方法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成２９年１月１２日（木）。入札執行日の前日であるため、この日の翌日以

降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便によるもの

とし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書へ

の記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額を消費税等抜きの金額

で記載してください。 

１２ 入札保証

金  

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第

９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として

徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参

加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の日

時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成２９年１月１３日（金）午前９時５０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無

効  

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請

を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定

前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者の

決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもっ

て入札を行った者とします。 

１６ 契約保証

金  

免除します。 

１７ 最低制限

基準比較価

格 

１，５９０，０００円（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開

札を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１４８号 

 大和高田市職員採用規程（平成２１年訓令第６号）第６条の規定に基づき、平成２８年度大和高田

市職員採用試験の実施を次のとおり公告する。 

  平成２８年１２月２６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   
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１． 職種及び試験区分、採用予定人員、受験資格など 

職種及び試験区分 
採用予

定人員 
受   験   資   格 

一般事務職 

身体障がい者対象 ※１ 
２人 

昭和６２年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による

高等学校を卒業した人又は平成２９年３月卒業見込みの人 

建 築 技 術 職 １人 

昭和５２年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による

大学、短期大学、高等学校の建築専門課程を卒業した人又は

平成２９年３月卒業見込みの人 

土 木 技 術 職 ５人 

昭和５２年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による大学、

短期大学、高等学校の土木専門課程（農業土木を含む）を卒業した

人又は平成２９年３月卒業見込みの人 

電 気 技 術 職 ２人 

昭和５２年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による

大学、短期大学、高等学校の電気専門課程を卒業した人又は

平成２９年３月卒業見込みの人 

主任介護支援専門員 １人 

昭和４７年４月２日以降に生まれた人で、社会福祉士または

看護師の資格を有し、かつ主任介護支援専門員資格を有する

人又は平成２９年３月末日までに取得見込みの人 

保 育 士 ・ 

幼稚園教諭  ※２ 
１人 

昭和５２年４月２日以降に生まれた人で、保育士資格及び幼

稚園教諭免許の両方を有する人又は平成２９年３月末日まで

に両方取得見込みの人 

  「短期大学」には、高等専門学校及び学校教育法による専修学校の専門課程のうち、修業年限が

２年以上であり、かつ１，６００時間以上の授業の履修を義務付けている課程であって、当該履

修の成果が授業科目の目標に達していることを筆記試験、その他の方法により認められることを、

卒業の要件とするものを含みます。 

※１ 「一般事務職 身体障がい者対象」の受験資格については、上記の受験資格を有するととも

に、次の全ての要件を満たす人となります。 

①身体障害者手帳の交付を受け、その障がいの程度が１級から６級までの人 

②自力で通勤でき、介護者なしに職務の遂行が可能な人 

③通常の勤務時間（原則として週３８時間４５分、１日７時間４５分）に対応できる人 

④活字印刷文による出題及び口述による面接試験に対応できる人 

※２ 保育士・幼稚園教諭は、採用後、市立の保育所、幼稚園及び認定こども園のいずれかに配属

する予定です。 

◎全ての職種において国籍は問いませんが、次のいずれかに該当する人は受験できません。 

（１）成年被後見人又は被保佐人 

（２）禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで、又はその執行を受けることが

なくなるまでの者 

（３）大和高田市職員として懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 

（４）日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その

他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

（５）日本国籍を有しない人で、在留資格において就職などが制限されている者 

２． 試験の日時･場所・試験の種類及び合格発表 

区 分 第 １ 次 試 験 第 ２ 次 試 験 

日 時 
平成２９年１月２９日（日） 

午前９時から 
平成２９年２月中旬予定 

場 所 大和高田市役所 大和高田市役所 

試験の 

対象と 

・全職種 

①一般教養試験 

②職場適応性検査 

・全職種 

①小論文 

②個別面接 
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種 類 ・建築技術職、土木技術職、電気技術職、 

主任介護支援専門員、保育士・幼稚園教諭 

③専門試験 

・保育士・幼稚園教諭 

③実技試験 

合格発表 
平成２９年２月上旬予定 

（合否にかかわらず本人に通知します。） 

平成２９年２月末ごろ 

（合否にかかわらず本人に通知します。） 

※ 合否については、大和高田市のホームページでも確認できます。 

※ 試験の内容に関する問合せについては、一切お答えできません。 

※ 試験会場は、大和高田市役所 大和高田市大中１００番地１ ＴＥＬ ０７４５－２

２－１１０１ です。 

３．受験手続 

 １ 申込書の交付 

職員採用試験申込書は、大和高田市役所人事課（市役所３階）で交付します。（市

ホームページからダウンロードできます。） 

２ 受付期間及び受付場所 

受付期間：平成２９年１月５日（木）から平成２９年１月１２日（木）まで。（土、 

日及び祝日は除く。） 

午前９時から午後５時まで。（郵送の場合、１月１２日(木)当日消印有

効） 

受付場所：大和高田市役所３階人事課内大和高田市職員採用試験委員会 

※持参の場合は、代理可 

郵送の場合は、下記の宛先まで必ず「簡易書留」で送付してください。 

送付先：〒６３５－８５１１ 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所人事課内大和高田市職員採用試験委員会 

４．提出書類（①から③は全職種とも必要となります。） 

①職員採用試験申込書 

②写真２枚（３月以内に撮影した上半身の写真（縦４ｃｍ×横３ｃｍ）で、１枚は 

申込書に貼付し、もう１枚は受験票用に持参又は同封） 

③返信用封筒（長形３号：２３．５ｃｍ×１２．０ｃｍ）に８２円切手を貼付し、 

住所宛名を書いたもの 

※第１次試験合格者には、大和高田市職員採用試験委員会が指定する期日までに、下記

の書類の提出を求めます。 

①最終学校卒業（見込）証明書 

②資格証明書・免許証の写し又は取得見込証明書（写し不可） 

※主任介護支援専門員、保育士・幼稚園教諭の受験者は必要となります。 

③身体障害者手帳の写し 

※一般事務職（身体障がい者対象）の受験者は必要となります。 

５．試験結果の開示  

試験の結果については、開示請求ができます。電話などによる開示請求はできませ

んので、受験者本人が、受験票と本人であることを証明する書類（運転免許証等）を

持参の上、直接市役所３階人事課まで来てください。 

区分試験 請求できる人 開示内容 開示期間および開示場所 

第１次試験 

第２次試験 

不 合 格 者 

（本人に限る。） 

総合得点 

総合順位 

合格通知の日から起算して２週間 

大和高田市役所人事課 

   ※ 開示時間は、土、日及び祝日を除く午前９時から午後５時までです。 

６．合格から採用まで  
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（１） 最終合格者は採用候補者名簿に登載し、次の区分により採用します。 

①採用予定者  平成２９年４月１日付けで採用します。 

②採用候補者  平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に欠員な 

どが生じ、補充することが必要であるときに限り採用します。 

（２） 採用候補者名簿の有効期間は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までです。 

（３） 最終合格者のうち、卒業見込みの人が平成２９年３月末日までに卒業できなかった場合及

び免許又は資格取得見込みの人が、所定の時期までにこれを取得できなかった場合は、その

時点で採用候補者名簿（採用予定者、採用候補者）から抹消します。 

（４） 本市では、採用試験（合格者決定）を適正に行うため、民間有識者で構成される「大和高

田市職員採用試験検討・監理委員会」を設置しています。 

７．給与について 

・  平成２８年４月１日現在の初任給月額は、大卒１７６，７００円、短大卒１５７，３００円、

高校卒１４４，６００円で、他に地域手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、期末・勤勉手当

などがそれぞれの条件に応じて支給されます。 

・一般事務職（身体障がい者対象）の初任給は、高校卒となります。 

・  ただし、現在、市の財政健全化に資することを目的に、一部手当については減額措置を講じ

ています。 

・  なお、初任給は、採用前の経歴などに応じて加算されることがあります。 

・  全ての職種の給料は、行政職給料表を適用します。 

８．その他 

・ 申込書の記載事項及び提出書類に不備がある場合は、返却することがありますが、

このために生じた申込の遅延などの責任は負いません。受験手続には十分注意してく

ださい。 

・ 受験資格がないこと及び申込書の記載事項が正しくないことが判明した場合には、

合格を取り消すことがあります。 

・ この試験に関する提出書類は、一切返却しません。なお、提出書類などにより取得

した個人情報については、今回の職員採用試験の実施のためのみに用い、それ以外の

目的には使用しません。また、大和高田市個人情報保護条例に基づき、適正に管理し

ます。 

試験についての問合せ先 

〒６３５－８５１１  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所企画政策部人事課内 

「大和高田市職員採用試験委員会」 

  ＴＥＬ ０７４５－２２－１１０１  内線２１２・２１３ 

市ホームページ（http://www.city.yamatotakada.nara.jp）でも、採用情報を掲載していま

す。 

 

 

 

教育委員会告示第１９号の２ 

 大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２８年９月２９日 

大和高田市教育委員会     

教育長 早 川 博   

教育委員会 
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   大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年教育委員会告示第５号）の一部

を次のように改正する。 

 別表中「５，８００円」を「６，０００円」に、「７４０円」を「７７０円」に改める。 

   附 則 

この告示は平成２８年１０月１日から施行する。 

 

教育委員会告示第２１号 

大和高田市教育委員会１２月定例委員会を下記のとおり招集する。 

平成２８年１２月１６日 

大和高田市教育委員会     

教育長 早 川 博   

記 

日 時  平成２８年１２月２０日（火）午後１時 

場 所  市役所４階委員会室 

議 案  第１号 第４０回大和高田市民マラソン大会実施要項（案）について 

第２号 後援願いについて 

第３号 その他 

 

 

 

選挙管理委員会告示第４０号 

 大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２８年１２月１９日 

大和高田市選挙管理委員会     

委員長 松 村 惠 由   

１．日  時  平成２８年１２月２５日（日）午前９時 

２．場  所  大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所３階東会議室 

３．議  案  第１号 大和高田市選挙管理委員会委員の補欠について 

第２号 その他 

 

選挙管理委員会告示第４１号 

 平成２８年１２月２５日大和高田市選挙管理委員会委員吉元芳和の退職に伴い、地方自治法第１８

２条第３項の規定により、次の者を選挙管理委員会委員に補欠した。 

  平成２８年１２月２６日 

大和高田市選挙管理委員会     

委員長 松 村 惠 由   

１．補欠した委員   住 所 市役所前の掲示場に掲示済み 

           氏 名 佐々木 央子 

２．補欠した年月日  平成２８年１２月２６日 

 

 

 

選挙管理委員会 

農業委員会 
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農業委員会告示第１２号 

大和高田市農業委員会１月定例委員会を次のとおり招集する。 

平成２８年１２月２２日 

大和高田市農業委員会      

会長 松 田 榮 義   

記 

日  時  平成２９年１月１０日（火）午後３時 

場  所  市役所３階東会議室 

議  案  第１号  農地法第３条第１項について申請の件 

第２号  農地法第５条規定による申請の件 

第３号  農地法第５条規定による申請の件 

第４号  農地法第１８条第６項規定による通知の件 

第５号  農業経営基盤強化促進法第１８条第１項規定による農用地利用集積計画

について 

第６号  農地中間管理事業の推進に関する法律第１９条による農用地利用配分計

画について 

第７号  その他 


